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第２章 災害予防計画 
 
第１節 防災意識・防災知識の普及計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○市民が「自らの身の安全は自ら守る」という自覚を持つ。 

○被害を最小限に抑えるなど「災害に強い地域」を支える人（市民・職員）をつくる。 

○減災に向けた市民運動を展開し、防災風土の醸成を図る。 

 

第２項 実施責任 

 

危機管理室・福祉子ども部・教育委員会・消防本部 

 

第３項 対  策 

 

 １ 市民に対する普及計画 

   市民が防災について正しい知識と判断を持って行動できるよう、様々な媒体を通じて災害予防や応

急措置等の知識の普及に努める。 

   また、名張市防災センターの防災研修室及び防災体験学習コーナーを活用して、防災研修を行うほ

か、各地区での出前トークなどを通じ、防災リーダーの育成及び体験を通じた市民への防災知識の普

及・啓発に努める。 

防災知識の普及にあたっては、男女双方の視点に立って計画するとともに、特に高齢者、障害者、

外国人、乳幼児等の要配慮者に十分留意するものとする。 

なお、地域を防災的見地から診断したうえで、住民の適切な避難や防災活動に役立つハザードマッ

プや災害時の行動マニュアル等を作成し、配布するとともに、地域の実情に則した防災知識の普及・

啓発に努めるものとする。 

 （１）普及計画の内容 

   ア 災害の知識 

   （ア）災害時の態様や危険性 

   （イ）各関係機関の防災体制及び災害時に担うべき役割 

   （ウ）避難情報（自主避難の呼びかけ、高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保）の内容と行動規

範 

   （エ）地域の危険箇所 

   （オ）救急救命の措置方法 

   （カ）南海トラフ地震等に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 

   （キ）南海トラフ地震に関連する情報等の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 

   （ク）地震に関する一般的な知識 

   （ケ）南海トラフ地震に関連する情報が出された場合及び地震が発生した場合における出火防止、

近隣の人々と協力して行う救助活動、初期消火及び自動車運行の自粛等、防災上とるべき行動

に関する知識 

   （コ）正確な情報入手の方法 

   （サ）防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

   （シ）各地域における、がけ地崩壊・浸水危険地域等に関する知識 

   （ス）各地域における避難場所及び避難路に関する知識 
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   （セ）避難生活に関する知識 

   （ソ）平時から住民が準備できる、応急手当、生活必需品の備蓄、家具の固定、出火防止、ブロッ 

ク塀の倒壊防止等対策の内容 

   （タ）住居の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

   イ 災害への備え 

   （ア）飲料水、食料及び生活物資の備蓄 

（イ）マスク、体温計、手指消毒液等の衛生資材の備蓄 

（ウ）非常持出品の準備 

   （エ）避難所、家族との連絡方法等確認 

   （オ）自主防災組織活動、防災訓練など防災活動への参加 

   ウ 災害時の行動 

   （ア）身の安全の確保、初期消火、救助、応急手当の方法 

   （イ）情報の入手方法 

   （ウ）自家用車の使用自粛等の注意事項 

   （エ）要配慮者への支援 

 （２）普及の方法 

   ア 講習会、研修会、出前トークの実施 

   イ 広報誌、行政情報チャンネル、市ホームページ等による広報 

   ウ 名張市防災センターの防災体験学習コーナーを活用した体験学習の実施 

   エ 防災マップ・ハザードマップの作成・配布 

   オ 防災教材等の貸出し 

 

 ２ 児童生徒等に対する普及計画 

   校内の防災整備、防災計画等の策定及び防災訓練の実施により、児童生徒等、教職員の安全確保を

図る。災害の発生時に関する科学的知識の普及、災害予防、避難方法等災害時の防災知識を児童生徒

等に理解させるため、学校等（幼稚園・保育所（園））においては地域の実情に即した防災教育を行

い、消防機関及び自主防災組織等と協力した防災訓練を実施するものとする。 

   また、名張市防災センターの防災体験学習コーナーを活用した体験学習を実施するものとする。 

   なお、学校等（幼稚園・保育所（園））で危機管理マニュアルを作成し、校内研修等で職員に周            

  知徹底を図るとともに、家庭と連携した防災教育を推進するため、学級懇談会や地区懇談会等で、児

童生徒等の緊急時の対応や連絡方法について、保護者に周知徹底を図る。 

 （１）普及の内容 

   ア 災害時の心得 

   イ 災害予防の心得 

   ウ 防火、応急救護の実務 

   エ 災害時の対応 

 （２）普及の方法 

   ア 防災関係授業の実施 

   イ 防災訓練の実施 

   ウ 名張市防災センターの防災体験学習コーナーを活用した体験学習の実施 

   エ 防災教材等の貸し出し 

    

 

 ３ 市職員に対する防災教育 

   市職員、教職員、保育士等は、災害に関する豊富な知識と適切な判断力が求められるので、職員研 
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  修等を利用して防災教育の徹底を図るものとし、その内容は少なくとも次の事項を含むものとする。 

   また、災害時に迅速、的確な行動がとれるよう災害時の対応マニュアルを作成し、その内容につい 

  て職員に周知徹底を図る。 

 （１）教育の内容 

   ア 地域防災計画の内容 

   イ 災害時の参集方法 

   ウ 災害時の各自の任務分担と活動実務 

   エ 避難情報（自主避難の呼びかけ、高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保）の内容と行動規範 

   オ 避難経路、誘導方法 

   カ 防災に関する基礎知識と技術 

   キ 防災関係法令の運用 

   ク 防疫に関する基礎知識 

   ケ 南海トラフ地震等に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 

   コ 南海トラフ地震に関連する情報等の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 

   サ 地震に関する一般的な知識 

   シ 南海トラフ地震に関連する情報が出された場合及び地震が発生した場合にとるべき行動に関

する知識 

   ス 職員が果たすべき役割 

   セ 地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

   ソ 今後地震対策として取り組む必要のある課題 

 （２）教育の方法 

   ア 講習会、研修会の実施 

   イ 災害現地調査の実施 

  

４ 避難行動要支援者に対する対応 

   避難行動要支援者については、災害時に自力での避難が難しく、避難が遅れたり、避難生活の中で 

  不自由な生活を強いられることが考えられることから、災害時要援護者（避難行動要支援者）支援制 

  度にもとづき、地域で助け合うための支援体制づくりを推進するものとする。 

 

 ５ 事業所における防災教育 

事業所の防災担当者は、企業の地域社会の中で期待される役割を十分に認識し、平時から従業員に

対して防災教育や防災訓練を積極的に実施していくことが必要であり、市は普及活動の支援に努める。

また、発災後も企業の重要業務を継続させるための「事業継続計画」策定を促進する。 

 

 ６ その他の防災関係機関（指定公共機関等）が実施する対策 

 （１）職員に対する防災教育（防災関係機関） 
    職員は、災害に関する豊富な知識と適切な判断力が求められるので、職員研修等を利用して防災 
   教育の徹底を図る。また、災害時に迅速、的確な行動がとれるよう災害時のマニュアルを作成し、 
   その内容について職員に周知徹底を図る。 

（２）防災上重要な施設の管理者に対する普及計画（防災上重要な施設の管理者） 

    危険物施設や不特定多数の者が出入りする防災上重要な施設の管理者は、防災機関と協力して防 

   災訓練、安全講習会等を通じて従業員の防災意識を高め、出火防止、初期消火、避難等災害時にお 

   ける的確な行動力を養い、自主防災体制の整備を図るものとする。 
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７ 自主防災組織が実施する対策 

（１）国・県・市の防災意識や防災知識の普及・啓発についての協力 

国・県・市が実施する住民の自助･共助の促進に係る防災意識・防災知識の普及・啓発事業や、

各避難所の避難所運営マニュアルの作成、避難所運営訓練等地域独自の防災訓練の実施について積

極的な協力に努める。 
（２）地区防災計画づくりの推進及び防災訓練の実践 

各地域における地区防災計画の策定を推進するとともに、計画を活用した防災訓練の実践に取り

組むよう努める。 
（３）団体における活動の情報発信と協力関係の構築 

市民の防災意識の向上及び自助･共助の促進を図るため、各団体の活動を積極的に情報発信する

とともに、市民に対して必要な協力を呼び掛けるよう努める。 
（４）市の防災意識・防災知識の普及・啓発事業への協力 

各々の活動の中で、市が実施する住民の自助･共助の促進に係る意識・防災知識の普及・啓発事

業への積極的な協力に努める。 
 

８ 市民が実施する対策 

（１） 家族防災会議の開催 

家族で地震や津波の発生に備え、必要な事前の防災対策や発災した際の役割分担や取るべき行動

について話し合う家族防災会議を定期的に開催し、自分や家族、地域の安全を自らの力で守るため

の自助・共助の備えを確認するよう努める。 

また、就学児童・生徒を持つ家庭においては、家族防災会議における「防災ノート」の活用に努

める。 

（２）自宅や通勤・通学先等の風水害時の被害想定把握 

市が提供するハザードマップ等を確認し、自宅や家族の通勤・通学先等が風水害時に受ける可能

性がある被害を把握し、必要に応じて洪水や土砂災害等災害種別ごとの指定緊急避難場所を確認す

る。 

（３）地震から身を守る防災対策の推進 

自宅の耐震化や家具固定、出火防止対策など、地震対策の基本となる揺れから確実に身を守るた

めの防災対策の推進に努める。 

また、空き家を保有、管理している市民は、発災時の被害拡大を防止するため、当該家屋の耐震

化や出火防止対策あるいは撤去に努める。 

（４）“発災後７２時間を生きる”防災対策の推進 

各家庭において、３日（ローリングストック法等により、できれば１週間）分以上の食料、飲料

水、簡易トイレ等の備蓄、マスク、体温計、手指消毒液等の衛生資材の備蓄、非常持ち出し品(救

急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等)の常備等の対策を図り、発災後、支援があるまでの間、自ら

の命を自らで守るための備えに取り組む。 

特に特別な医薬品や高齢者及び乳幼児用の食料品等については供給が困難となる場合が想定さ

れるので、各家庭の事情に応じた備蓄に取り組む。 

（５）“被災後の生活再建のため”の防災対策の推進 

被災した場合にあっても、一刻も早く復旧・復興に取り組み、生活再建につなげることができる

よう、前出の市民が実施する対策の徹底や地震保険に加入するなどの対策を講じるよう努める。 
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第２節 防災訓練実施計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

 ○災害時において、市、県、防災関係機関、市民等が連携した防災活動を行えるよう、平常時から防災 

  訓練を実施する。 

 

第２項 実施責任 

 

 関係各部・関係各機関 

 

第３項 対  策 

 

 １ 防災訓練の実施 

   市及び防災関係機関は、随時非常招集訓練、避難訓練等の各種基礎訓練を実施し、防災技術の錬磨  

を図るとともに、防災意識の高揚、災害に対する行動力を養うものとする。なお、災害時にその機能  

が十分発揮できるよう、地区固有の災害に対する防災活動や要配慮者対策も含めた訓練を適宜実施し、

機能の向上に努めるものとする。なお、訓練を実施する際には、高齢者、障害者、外国人、乳幼児等

の要配慮者に十分配慮し、地域で要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時

の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。 

 （１）防災訓練 

    地域防災計画の習熟、防災関係機関の協力体制の確立及び市民の防災意識の高揚を図るため、市 

   及び関係機関は、市民の協力を得て消防訓練、水防訓練、震災訓練、避難訓練、通信連絡訓練、給 

   食給水訓練等の各般にわたる防災訓練を実施する。 

 （２）風水害に対する訓練 

    関係機関との連携、協力の下に水防訓練、災害救助訓練、土砂災害訓練、その他の訓練等を台風 

   襲来時期前の訓練効果のある時期を選んで実施する。 

 （３）大規模地震に対する訓練 

    防災関係機関及び地域住民等の協力により、大規模地震を想定した各種各般の防災訓練や啓発活

動を実施する。 

 （４）火災訓練 

    市及び関係機関は、防災活動の円滑な遂行を図るため、地震等による火災に関する消火、避難、 

   通信の確保等の訓練を火災予防に効果のある時期を選んで実施するものとする。 

 （５）図上訓練 

    災害時における各部の役割及び他機関との連携等、防災体制を検証するため、地図上で応急対策 

   活動の演習を行う。 

 

 ２ 防災訓練の検証 

   防災訓練終了後に防災訓練の検証を行い、防災対策の課題等を明らかにするとともに、必要に応じ 

  防災対策の改善措置を講じるものとする。 

 

 ３ 防災関係機関との連携 

   防災訓練の実施に当たっては、警察、消防、自衛隊など防災関係機関と連携して実施する。また、 

  必要に応じ関係機関による調整会議等を開催するものとする。 
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 ４ 住民が実施する防災訓練への支援 

   地域づくり組織や区・自治会が組織する自主防災組織、防災ボランティアグループなどが主体とな 

  って実施する防災訓練について積極的に協力、支援し、要配慮者対策にも努めるものとする。 

 

 ５ その他の防災関係機関が実施する対策 

 （１）防災訓練の実施 

    前記「１ 防災訓練の実施」に準ずる。 

（２）防災訓練の検証 

    前記「２ 防災訓練の検証」に準ずる。
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第３節 自主防災組織・消防団の育成・強化計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

 ○「自分たちのまちは自分たちで守る」ため、地域及び事業所単位で自主防災組織の結成を促進すると 

  ともにその育成・強化を推進する。 

〇消防団の団員数の増加を図り、組織の育成と活性化を促進する。 
 

第２項 実施責任 

 

 危機管理室・消防本部 

 

第３項 対  策 

  

 １ 自主防災組織の現状 

   市内の自主防災組織の組織率は、地域づくり組織単位では概ね15地域で100％であるが、名張市の 

  自主防災活動の更なる充実・発展のために、15地域の自主防災組織の育成・強化を推進するととも 

  に、基礎的コミュニティ（区や自治会）単位の自主防災組織（地区自主防災隊）の結成を支援、推進

していくものとする。 

 

 ２ 地域住民の自主防災組織 

 （１）地域づくり組織が組織する自主防災組織には、市の地域防災計画との連携を保った地区防災計画

の作成を指導し、平常時及び災害時の活動計画等を定めるものとする。 

（２）自主防災組織への女性の参画促進など組織化を推進するとともに、組織の活性化の促進及び防災 

  資機材の整備について助成するなど積極的な育成に努めるものとする。 

（３）市は、個人情報の取扱いに十分留意しつつ地域づくり組織が組織する自主防災組織の組織編成表

や名簿等を受領し、相互に連絡が取り合える体制を構築しておくこととする。 

（４）組織体制 

基礎的コミュニティ（区・自治会）単位の自主防災組織（地区自主防災隊）体制としては、基本

的には初期消火班、救出救護班、要援護者班、情報連絡班、避難誘導班、給食・給水班、警戒班と

する。 

（５）活動計画に定める事項 

ア 平常時の活動 

（ア）防災知識の普及 

（イ）防災予防計画の策定 

（ウ）組織の編成及び任務分担 

（エ）自主防災訓練の実施 

（オ）資機材等の点検、整備 

イ 南海トラフ地震臨時情報発表又は高齢者等避難発令時に実施が必要となる事項 

（ア）正確な情報の把握 

（イ）適切な避難（要配慮者等） 

ウ 警戒宣言発令時（大規模地震対策特別措置法（昭和 53年法律第 73 号）第９条第１項に規定）

に実施が必要となる事項 

平常時の準備を生かし、自主防災活動を中心として概ね次の事項が実施できるようにする。 

（ア）正確な情報の把握 
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（イ）火災予防措置 

（ウ）非常持出品の準備 

（エ）適切な避難及び避難生活 

（オ）自動車の運転の自粛 

   エ 災害時の活動 

（ア）地域住民に対する情報の伝達及び広報 

（イ）避難情報等の内容と行動（自主避難の呼びかけ、高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保） 

（ウ）火災発生時における初期消火 

（エ）被災者の救出・救護 

（オ）要配慮者の避難誘導 

（カ）その他防災関係機関、災害ボランティア等への応急活動協力 

（６）平常時の具体的な活動指針 

   ア 防災知識の学習 

     正しい防災知識を一人ひとりが持つよう、講演会、研究会、訓練、名張市防災センターの防災

体験学習コーナーでの体験学習その他あらゆる機会を活用し、啓発を行う。 

主な啓発事項は、災害等の知識、気象予警報や避難情報の意義や内容、南海トラフ地震等の知

識、平常時における防災対策、臨時情報発表時の対応、災害時の心得、自主防災組織が活動すべ

き内容、自主防災組織の構成員の役割等とする。 

   イ 計画的な防災活動 

     自主防災組織の活動について定期的に十分話し合う機会を設け、地域の危険度を確認し、それ 

    ぞれの地域に合った実践的な防災活動について検討を重ねるとともに、防災点検の日を設けるな 

    どして、家庭と地域を結び付けた防災活動を計画的に実施する。 

     また、地域内の避難行動要支援者への対応に当たっては、個人情報保護の観点から、避難行動

要支援者及びその世帯主等の意見を尊重し、民生委員・児童委員や身体障害者相談員、福祉関係

団体等との連携により、地域の実情に合った対応に努める。 

   ウ 「自主防災組織の防災計画書」の作成 

     地域を守るために必要な対策及び自主防災組織構成員ごとの役割をあらかじめ防災計画書な    

どに定めておく。 

   エ 防災訓練の実施 

     総合防災訓練、地域防災訓練、その他の訓練において、次に掲げる臨時情報発表時及び災害発

生時の対応に関する事項を主な内容とする防災訓練を実施する。この場合、他の地域の自主防災

組織、職域の防災組織、市、消防団、防災関係機関、自衛隊等と有機的な連携を持って行う。ま

た、要配慮者に配慮した訓練の実施に努めるものとする。 

   （ア）情報の収集及び伝達の訓練 

   （イ）出火防止及び初期消火の訓練 

   （ウ）避難訓練 

   （エ）救出及び救護の訓練 

   （オ）炊き出し訓練 

   オ 地域内の他組織との連携 

消防団をはじめ、地域内事業所の防災訓練や地域におけるコミュニティ組織、民生委員・児童

委員、身体障害者相談員、福祉関係団体等と連携を密にし、総合的な自主防災活動の推進に努

めるものとする。 

 （７）自主防災組織への支援 

ア 自主防災組織の活動に必要な資機材の整備については、助成を行うなどの支援を図る。 

イ 自主防災組織の育成、活性化を図るため、その中核となるリーダーを各地域のコミュニティ活 
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  動の中心となっている人や専門的知識を持つ人などから人材を発掘し、県と連携し研修会等を 

  開催し防災リーダーを育成する。 

（８）個別指導・助言 

市は、自主防災組織の活性化、効率的な組織運営等を推進するため、組織編成や活動内容に関す

る相談を受け、今後の活動に対する個別指導・助言を行う。また、整備されていない地域について

は、組織づくりを啓発していく。 

（９）自主防災意識の啓発 

自主防災組織の活動に対して、できるだけ多くの住民が参加できるよう、啓発活動や啓発パンフ

レットの活用等により、意識の高揚を図り、コミュニティ活動を促進し、地域の連帯感の醸成に努

める。 

（10）みえ防災・減災センターの「みえ防災・人材バンク」等の活用 

地域の防災活動において「みえ防災・人材バンク」等の防災人材の活発な活用を促進する。 

 
３ 消防団の育成及び活性化の促進 

消防団入団促進キャンペーン月間に消防団員募集の働き掛けを行うなど、三重県消防協会の協力を

得ながら消防団の育成及び活性化を促進する。また、地域の自主防災組織との連携強化を図るための

人材の育成を図る。 

 

 ４ 事業所等の自衛消防組織の設置 

事業所の消防組織については、災害を考慮した防災活動強化を図るとともに、各事業所において、

防災管理者を中心に防災組織づくりを行い、資機材の整備、訓練の実施、自主的な防災体制の整備を

図る。また、危険物施設等において自衛消防組織が義務づけられている事業所においては、関係法令

に従って自主防災体制の整備を図る。 

 

 ５ その他の防災関係機関が実施する対策 

大災害時において、ライフライン企業が自社の保有する人員、資機材、オープンスペース等を有効

に活用できるよう、平常時から三重県ライフライン企業等連絡会議において、県及び関係機関が連携

して活用方策等について検討していくものとする。 
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第４節 ボランティア活動支援計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○災害時において、ボランティアセンターの設立促進を図り、災害救援ボランティアの活動が円滑かつ

効果的に行われるよう支援していくための環境整備を行う。 

○行政、ボランティア関係機関、災害救援ボランティア・グループ等はボランティア活動が持つ独自の

領域と役割を認識し、それらの活動が災害時に活かされるよう相互の協力体制を構築する。 

○住民・企業の災害ボランティア等への参画促進を図る。 

 

第２項 実施責任 

 
福祉子ども部 
 

第３項 対  策 

 

１ 活動環境の整備 

災害時において効果的なボランティア活動を助長するためには、市及び社会福祉協議会など関係団

体とボランティア間の連携強化が求められる。このためには、平常時において、こうした連携が行わ

れる必要があり、そのためのボランティアとの連携体制や活動拠点の整備が必要である。 

 

２ 人材等の育成 

（１）専門性を持ったボランティアの登録を促進する。 
（２）災害救援ボランティア活動を支援するボランティア・コーディネーターの育成・研修等を行い、 
  組織化を促進する。 
（３）実践的・活動的な企業ボランティアの育成を促進し、企業ボランティアの活動が当該企業の地域 
  貢献の一つとして位置付けられるよう努める。 

 
３ 協力体制の構築 

災害救援ボランティア活動が円滑に行われるよう、平常時から行政、ボランティア関係機関、災害

救援ボランティア・グループ等が研修等を通じて交流を深め、災害時の連絡体制や相互支援、役割分

担の明確化など協力体制の構築を図る。また、災害救援ボランティア間のネットワーク化を支援する。 
 

４ 名張市災害ボランティアセンターの運営 

名張市社会福祉協議会と本市と共同で開設する「名張市災害ボランティアセンター」の運営に当た

っては、名張市災害ボランティアセンター運営委員会と連絡調整を図るとともに、ボランティア受入

に当たっては、みえ防災ボランティアセンターとの総合的な連携体制の構築を図る。 
 

５ 市民が実施する対策 

（１）災害ボランティア等への参画 

可能な範囲で災害ボランティア等への協力や参画に努める。 
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第５節 事業所の防災活動の促進計画（共通） 

 
第１項 計画目標 

 
○防災計画や事業所の事業継続計画（ＢＣＰ）の作成促進を図る。 
○各事業所における、顧客・従業員の安全確保等、防災対策の推進を図る。 
○事業所と地域住民及び地域における様々な団体との連携強化を図る。 

 
第２項 実施責任 

 
 危機管理室 
 
第３項 対  策 

 
 １ 市における事業所防災対策の促進 

災害時における顧客・従業員等の安全確保、被災による生産能力の低下や資産の喪失を最小限に止

めるため、施設の補強、防災計画や事業継続計画（ＢＣＰ）の作成等、各種防災対策の推進を支援す

る。 
また、大規模災害においても市内の経済活動が停滞することのないよう、事業所の事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定を推進するための情報提供等を進めるとともに、条件整備を行うものとする。 
  ＜支援の内容＞ 
  ・事業所向け研修会の開催 
  ・表彰等、優良取組の評価、防災取組事例の紹介 
  ・事業所防災力診断の実施 
  ・商工会議所、商工会等事業所が所属する団体との連携による支援 
 
２ 地域との連携の促進 

事業所と地域住民や地域における様々な団体との防災対策に関する連携が促進されるための環境

を整備し、地域の防災力の向上を図るとともに、災害時に市や各種団体が企業･事業所と協働で災害

対応を行うための避難所運営や救援物資の調達等に関する協定の締結に努める。 
 
３ 事業所の自衛消防組織の設置 

事業所の自衛消防組織の設置を推進し、更に指導体制を充実するものとする。 
 
４ 名張市防災協力事業所登録制度の推進 

大地震、風水害等の災害発生時において、保有する資源の提供等により防災活動に協力をいただけ

る事業所を登録し公表することにより、災害対応能力の強化を図るとともに迅速な被災者救援活動を

展開することを目的として創設した名張市防災協力事業所登録制度について、市内の事業所へのさら

なる周知と登録促進を図る。 
 
５ 事業所が実施する対策 
（１）防災計画や事業継続計画（ＢＣＰ）の作成 

事業所において、災害時における顧客・従業員等の安全確保を図り、被災による生産能力の低下や資

産の喪失を最小限に止めるとともに、災害による地域の雇用や産業への影響を抑えるため、東日本大震

災等大規模災害の教訓などをふまえた防災計画や事業継続計画（ＢＣＰ）の作成・点検に努める。 
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（２）企業･事業所内の安全確保及び備蓄の促進 

事業所の施設の耐震化、設備や什器等の転倒・落下防止等、地震の揺れに対する安全性の確保や二

次災害の防止対策を進めるとともに、従業員が帰宅困難になることを想定した飲料水・食料等の備蓄及

び発災時の応急的な措置に必要な資機材の整備に努める。 
（３）自衛消防組織の充実強化 

災害時に適切な防災活動が行えるよう、自衛消防組織の充実強化に努める。 
（４）従業員等への防災教育・防災訓練の実施 

従業員等への防災教育を実施し、防災意識･知識の定着を図るとともに、防災訓練への参画を促し、

災害時の対応能力の強化に努める。 
ア 従業員の自宅等の耐震化、家具固定を始めとする、従業員とその家族等を守るための防災対策に

万全を期すための教育･啓発の実施に努める。 
イ 定期的な防災訓練の実施や防災に関する研修会等への参画を促進する。 

（５）地域と連携した防災対策、防災活動の推進 
地域住民、自主防災組織等の地域における様々な団体と協力し、地震災害の予防及び発災時の対策

に備えるよう努める。 
ア 平常時から地域と合同の防災活動の実施等による関係づくりを進め、災害時において、地域住民

の避難、救出、応急手当、消火活動、情報の提供にあたって積極的な役割を果たすよう努める。 
イ 業種や事業規模に応じ、災害時に市や各種団体と協働で災害対応を行うため、避難所運営や救援

物資の調達等に関する協定を締結するなど、地域の防災対策に貢献するよう努める。 
 

６ 自主防災組織、自治会等が実施する対策 

（１）立地企業と連携した防災対策、防災活動の推進 
地域の事業所との防災対策に関する連携を推進し、互いの防災力を高めることで、地域の防災力の

向上に努める。 
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第６節 備蓄資材・機材等の点検整備計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○災害の応急対策に必要な防災資材、機材について整備、充実に努めるとともに、有事に際し、その機

能を有効適切に発揮できるようにするため、常時、整備点検に配意するものとする。 

 

第２項 実施責任 

 

 危機管理室・地域環境部・産業部・都市整備部・上下水道部・消防本部 

  

第３項 対  策 

 

１ 市における対策 

（１）災害時用物資等の備蓄・調達・受入・供給体制の構築 

災害時に必要となる物資等の備蓄・調達・受入・供給体制の構築を図る。 

（２）避難所等に係る災害時用物資等の備蓄 

避難所の場所等を勘案し、救援物資拠点を確保するとともに食料等を含む災害時用物資のほか、

新型コロナウイルス感染症に係る感染予防のための物資も併せて備蓄を図る。 

（３）孤立想定地域における災害時用物資等の備蓄 

災害時の孤立が想定される地域における食料等を含む災害時用物資等の備蓄を図る。 

（４）県等関係機関との情報共有 

避難所、救援物資拠点、災害時用物資備蓄状況等について、平時より県等の関係機関と情報共有

を図る。 

（５）家庭及び地域における災害用備蓄の促進 

住民に対して各家庭における発災後３日（ローリングストック法等により、できれば１週間）分

以上の食料や飲料水及び必要な物資等の備蓄を働き掛けるほか、避難所や避難場所など、避難先に

食料や飲料水及び必要な物資等の備蓄を図るよう自主防災組織等へ働き掛ける。 

 

２ 市防災備蓄倉庫の整備 

市防災資機材の備蓄体制について、本庁舎備蓄倉庫・防災センター備蓄倉庫・水防倉庫・上下水道

部備蓄倉庫、各避難所を中心に備蓄しているが、新型コロナウイルス感染症対策用の物資等の増加に

伴い、地区の拠点となる市民センター等への備蓄も取り入れた分散備蓄を推進するとともに、新しい

備蓄場所の確保に努めるものとする。また、浸水災害や土砂災害、急傾斜地崩壊危険区域などの観点

から防災備蓄倉庫の設置場所の見直し及び設置数、備蓄資機材の内容を検討し、整備を図る。 

 

３ 保管・管理・点検責任部署と点検時期 

 

点検資材・機材等 点検責任部署 点検回数 

水防資機材 都市整備部 年１回 

備蓄米等 危機管理室 〃 

避難者用毛 布 危機管理室 〃 

防疫器具 地域環境部 〃 

応急給水資機材 上下水道部 〃 
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４ 備蓄資材・機材の現況報告 

点検責任部署は、各々点検計画を作成し、定期的に点検を実施するとともに、必要に応じて随時点

検を行い、災害発生時にその機能を十分発揮できるよう整備に努めるものとする。 
責任部署は、年１回の点検については、備蓄資機材の現況を統括監を経て、市長に報告するものと

する。 
 

５ 災害時用物資等の供給に関する協定を締結した事業者等が実施する対策 

（１）災害時用物資等の供給体制の構築 

市と協定を締結した物資等を扱う事業者や事業者団体等は、平常時から災害時に備えた災害時用

物資等の供給体制の構築を図るとともに、市の実施する防災訓練等への協力に努める。 

（２）災害時の食料や生活必需品等の供給体制の構築 

市と協定を締結した食料品や生活物資等を扱う事業者や事業者団体等は、平常時から災害時に備

えた食料品や生活物資等の供給体制の構築を図るとともに、市の実施する防災訓練等への協力に努

める。 

 

６ 地域・自主防災組織が実施する対策 

（１）避難先等での災害用備蓄品等の確保 

洪水等による浸水が想定される地域をはじめ、各避難所や避難場所などにおいて、避難先に個人

用備蓄品を保管するなど、食料や飲料水及び必要な物資等の備蓄に努める。 

 

７ 市民が実施する対策 

（１）家庭における災害用備蓄品等の確保 

各家庭において発災後３日（ローリングストック法等により、できれば１週間）分以上の食料や

飲料水及び必要な物資等の備蓄に努める。 
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第７節 市災害対策本部整備計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 
○市庁舎や名張市防災センターなど、災害対策活動の中枢となる市災害対策本部の施設・設備について、

安全性の確保及び各種設備の整備・充実を図る。 
 

第２項 実施責任 

 
危機管理室・地域環境部・産業部・都市整備部・上下水道部・消防本部・出納室 

 
第３項 対  策 

 

１ 市災害対策本部の施設・設備の整備・充実 

災害発生時は、市庁舎を災害対策活動の中枢である災害対策本部の設置場所とする。ただし、非常

体制時等大規模災害発生時には、名張市防災センターを災害対策本部の設置場所とする。 

災害対策活動の実情を踏まえ、活動に必要な設備の充実を図るとともに、新型コロナウイルス感染

症対策として、リモートでの会議の開催も検討するものとする。 

 

２ 市災害対策本部の職員用物資及び災害対策活動用物資・機材の備蓄 

大規模な震災時には、災害対策本部職員の食料や飲料水、仮設トイレや寝袋等の物資が確保できな

くなることが想定されることから、市災害対策本部の活動を維持するため、災害対策本部職員用物資

の備蓄を推進する。 

また、応急対策、復旧対策等の災害対策活動に必要な最低限度の物資・機材の備蓄を推進するとと

もに、電気等の供給が困難となった場合に備えて、自家発電設備等の代替エネルギーを確保する。 

 
３ 迅速な参集体制の整備 

発災時に速やかに応急対策体制を確保するには、職員の迅速な参集が不可欠である。 
また、災害の監視及び災害情報の迅速な収集・伝達体制等を確保するため、勤務時間外における災

害情報収集伝達体制を整備するとともに、災害対策要員への非常呼び出しシステムの充実やタイムラ

インの活用など、より迅速な職員参集体制の整備を推進する。 
 

４ 初動対策体制の整備 

救出・救助対策、救援物資の提供、医療対策及び輸送対策等、特に重要な初動対策を迅速かつ的確

に実施するため、必要に応じて災害対策本部体制の見直しを行うものとする。 
 

５ 報道用スペースの確保 

災害発生時には報道関係者が大挙押し寄せてくることが予想されるため、必要に応じて市災害対策

本部に報道用スペースを確保する。 
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第８節 受援体制整備計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○発災時に備え、県内市町間の応援・受援等に係る計画の策定及び県外市町村の災害時連携体制の構築

及び自衛隊や警察・消防をはじめとした関係機関の応援を受け入れるための体制を整備する。 
 

第２項 実施責任 

 

 危機管理室・消防本部・関係各部 

 

第３項 対  策 

 

１ 市町間の応援・受援にかかる計画の策定及び体制の整備 

三重県市町災害時応援協定等に基づき、円滑な応援・受援対策に必要な計画をあらかじめ策定し、

体制の整備を図るとともに、協定に基づく防災訓練の実施・協力と参加に努める。 

なお、三重県外における災害に対する応援についても同様とする。 

 

２ 県外市町村との災害時連携体制の整備 

既に締結している県外市町村との相互応援協定に基づき、連携体制の整備を図るとともに、防災訓

練を実施・協力と参加に努める。 

なお、三重県外における災害に対する応援についても同様とする。 

 

３ 自衛隊、警察及び消防機関等との連携体制 

平常時から連携体制の強化に努め、発災時に自衛隊の災害派遣や警察及び消防関係機関等の応援要

請が円滑に行えるよう情報連絡体制の充実、共同の防災訓練等を実施し、適切な役割分担が図れるよ

うに努める。 

また、要請の手順や連絡先の徹底、要請内容（救急、救助、応急医療、緊急輸送等）について平常

時よりその想定を行い、自衛隊や警察、消防機関等との連携を深める。 

 

４ 受援体制の整備 

国等からの応援が円滑に受けられるよう、警察、消防、自衛隊等部隊の展開、宿営場所、ヘリポー

ト、物資搬送設備等の救援活動拠点の確保や、受け入れに必要な対策について検討、実施する。 

また、消防の応援については、消防相互応援体制の整備に努めるとともに、緊急消防援助隊による

人命救助活動等の支援体制の整備に努める。 

 

５ 応援協定団体の受援体制の整備 

既に締結している応援協定団体からの応援が円滑に受けられるよう救援活動拠点の確保や受援に

必要な計画等の策定について検討、実施する。 

さらに、連携強化を図るため防災訓練の参加を依頼するほか、受援・応援時の連絡を確実に行うた

め、連絡先の確認を定期的に実施するものとする。 
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第９節 情報収集・連絡計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○災害時に、関係機関相互の連絡が迅速かつ確実に行えるよう、情報交換のための収集・連絡体制の明

確化など、体制の整備に努める。 
○被災者等へ迅速かつ的確に情報が伝達できる体制を整備する。 

 

第２項 実施責任 

 

 危機管理室・関係各部 

 

第３項 対  策 

 

１ 情報収集・連絡手段の整備 

 （１）情報収集・連絡手段の整備 

    市災害対策本部各部及び防災関係機関相互、又は所管する業務における情報の収集・連絡体制の

整備を図るとともに、その際の役割、責任等の明確化に努める。 

    また、夜間、休日でも稼働する体制の整備を図る。 

 （２）情報共有システムの整備 

    情報の共有化を図るため、各機関が横断的に共有すべき防災情報の形式を標準化し、早い段階で

共通のシステムに集約できるよう努める。 

 （３）多様な情報収集手段の整備 

    機動的な情報収集活動を行うため、必要に応じドローンや車両など多様な情報収集手段を活用で

きる体制を整備するとともに、ヘリテレ、監視カメラなど画像情報の収集・連絡システムの整備を

推進する。 

また、迅速、的確な災害情報の収集・連絡のため被災現場情報の収集・連絡に当たる要員の指定

を検討するとともに、民間企業、報道機関、アマチュア無線局、住民等からの情報など、多様な災

害関連情報等の収集体制の整備に努める。 

 

２ 情報の分析・整理 

収集した情報を分析、整理できる人材の育成と、必要に応じて専門家の意見を活用できる体制を構

築するよう努める。 
また、防災関連情報の収集・蓄積に努めるとともに、集めた情報を防災対策に活かすよう努める。 

 

３ 被害情報の伝達 

（１）県への情報伝達 

災害が発生した場合は、直ちに防災情報システムにより伊賀地域防災総合事務所を通じて県災害

対策本部にその状況等を報告するものとする。ただし、県災害対策本部と連絡がとれない状況にあ

るときは、直接消防庁へ報告する。 

また、県災害対策本部及び地方部から緊急派遣チーム等の支援要員が派遣されている場合は、必

要に応じて情報の収集、報告事務等に有効活用する。 

（２）被災者への情報伝達 

被災者等への必要な情報が確実に伝達・共有されるよう、役割・責任等の明確化に務め、特に要

配慮者、災害により孤立化している地域の被災者、帰宅困難者等情報が入手困難な被災者等に対し
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て、確実に情報伝達ができるよう必要な体制の整備を図る。 

また、放送事業者等の協力を得て、災害に関する情報及び被災者に対する生活情報等必要な情報

を伝達できる体制の整備を図るほか、災害用伝言ダイヤル等安否情報確認システムの周知や特設公

衆電話を指定避難所へ設置するなど、被災者とその家族間等との安否の確認が円滑にできるように

する。 

 
４ 地域・住民が実施する対策 

（１）気象情報の収集及び避難準備 

住民は、市が発行するハザードマップ等により、自らが居住等する地域に発生する洪水や土砂災

害等の災害によるリスクを把握するよう努める。大雨や暴風が予想される場合は、テレビやラジオ、

インターネットや防災行政無線、メール配信サービス等を通じて、気象情報や市の発令する避難指

示等避難判断情報の収集に注意を払うとともに、状況に応じていつでも避難できる体制をとること

とする。 

（２）災害に関する現場情報の報告 

市からの避難指示等が発令されていない場合において、周辺の河川や急傾斜地等に異変が生じ、

災害が発生する危険を認知したときは、周辺の住民に声掛けをし、避難を促しながら、速やかに安

全な場所に避難するよう努める。 

（３）被害情報等の提供 

人的被害や人家等の建物被害を発見した者は、速やかに消防署等の防災関係機関に通報する。ま

た、道路等の公共施設における被害を発見した場合は、市や施設管理者への報告に努める。 
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第１０節 気象業務整備計画（風水害等） 

 

第１項 計画目標 

 

○風水害等の災害に備えるため、気象情報等の収集・伝達体制の整備・充実を図り、関係機関相互の連

絡体制強化に努める。 
 

第２項 実施責任 

 

 危機管理室・産業部・都市整備部・消防本部 

 

第３項 対  策 

 

１ 気象情報等の収集・伝達体制の整備 

気象台等の関係機関等からの気象情報や予警報等の情報に加え、インターネット等からも早期に情

報収集を行い、災害対応に備えることとする。また、市内にある国・県など関係機関が設置した観測

施設（雨量計・水位計）から迅速に情報を収集するとともに、施設を所管する関係機関への事前の聴

き取り情報と合わせ、これらの施設からの気象情報等の分析に努める。 
特に、河川水位において災害発生リスクが高い箇所については、充分注意の上、対応することとす

る。 
 

２ 情報伝達体制の整備 

災害に関する気象情報等の伝達の徹底及び県や防災関係機関との連携や非常無線通信等の活用に

より、円滑化が図れるようにする。 
また、各部局においては、タイムラインを活用しながら、危機管理室又は総合対策部から発出され

る気象情報等を洩れなく確認することと併せ、必要に応じ、独自で情報を入手する。 
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第１１節 通信及び放送施設災害予防計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○災害時における通信網の整備に当たっては、情報の収集、被害の報告及び市民への情報提供等の確実 
 な通信連絡を確保するとともに、通信連絡体制を整備する。 
○通信機器は、通信の重要性に鑑み、常に点検を行い正常な状態に保つとともに、災害時における停電

等に備え、非常用発電機等の整備を行い、災害用電源の確保に努める。また、通信機器を耐震性のあ

る場所や、浸水のおそれが無い場所など、安全な場所に設置する等、必要な予防措置を講じる。 
 

第２項 実施責任 

 

危機管理室・総務部・消防本部 

 

第３項 対  策 

 

１ 市防災行政無線 

発災時における電源喪失等の状況に備え、災害に関する情報の収集、伝達等を、迅速かつ確実に行

うため、移動系のシステムとして、名張市防災行政無線の活用を図るとともに、適切に保守、点検を

行い、常に良好な状態で使用できるよう維持するものとする。 
また、本無線は、三重県との共用型による整備により、通常は、名張中継エリア内での運用となる

が、災害・緊急時には三重県からの操作により、三重県内での使用及び三重県との直接通信が可能と

なるため、三重県との連絡体制の強化を図るものとする。 
 

２ 要配慮者への対応 

   高齢者、障害者、外国人等の要配慮者にも対応したわかりやすい情報伝達・収集の手段及び体制の

整備を図るものとする。 

 

 ３ 多様な通信手段の整備 

（１）同報系システムの運用 

市民に一斉に情報を伝達する同報系のシステムとして、携帯電話メール機能を活用した市民向け

緊急メール送信システム（以下「緊急メール」という。）及びコミュニティＦＭ連携システムによ

る告知放送受信機（以下「防災ラジオ」という。）の運用を図るものとする。 

また、外国人が増加する状況にある中で、伝達する情報の多言語化等検討するものとする。 

（２）三重県防災行政無線 

県と市町及び防災関係機関の災害時における迅速かつ的確な情報の収集、連絡を行うため、衛 

星通信と地上系通信を併用した無線通信施設の円滑な運用を図るものとする。 

 

 ４ 情報伝達体制の整備 

被害情報の収集体制の整備、伝達窓口の明確化及び多様な伝達手段の確保を図るとともに、職員の

情報分析の向上を図るなど、情報伝達体制の整備に努める。 
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第１２節 避難対策計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○災害が発生したときに住民等を安全に避難させるための避難地、避難路、避難所を整備する。 

○住民等が迅速な避難活動ができるようこれらの施設を住民等に周知する。 

○要配慮者の避難対策に配慮した地域づくりを進める。 

 

第２項 実施責任 

 
危機管理室・地域環境部・福祉子ども部・都市整備部・教育委員会・消防本部 

 
第３項 対  策 

 １ 避難情報の種類 

         避難指示等により立退き避難が必要な住民等に求める行動 

警戒レベル 住民等が取るべき行動 
行動を住民等に促す

情報 

住民が自ら行動をとる際の判断に

参考となる情報 

（警戒レベル相当情報） 

警戒レベル１ 

・防災気象情報等の最新情報に注意するなど、

災害への心構えを高める。 

早期注意情報 

（警報級の可能性：

気象庁が発表） 
― 

警戒レベル２ 

・ハザードマップ等により災害リスク、避難

場所や避難経路、避難のタイミング等の再確

認、避難情報の把握手段の再確認・注意など、

避難に備え自らの避難行動を確認する。 

・大雨注意報・洪水

注意報 

（気象庁が発表） 

・自主避難の呼びか  

 け 

（市が発表） 

・氾濫注意情報 

・洪水警報の危険度分布（注意） 

・土砂災害危険度情報（注意） 

警戒レベル３ 

・避難に時間のかかる要配慮者とその支援者

は立退き避難する。 

・その他の人は立退き避難の準備を整えると

ともに、以後の気象情報、水位情報等に注意

を払い、自発的に避難を開始することが望ま

しい。 

・特に、突発性が高く予測が困難な土砂災害

の危険性がある区域や急激な水位上昇のおそ

れがある河川沿いでは、避難準備が整い次第、

当該災害に対応した指定緊急避難場所へ立退

き避難することが強く望まれる。 

高齢者等避難 

（市が発令） 

・氾濫警戒情報 

・洪水警報 

・洪水警報の危険度分布（警戒） 

・大雨警報（土砂災害） 

・土砂災害危険度情報（警戒） 

警戒レベル４ 

○指定緊急避難場所等への立退き避難を基本

とする避難行動をとる。 

・予想される災害に対応した指定緊急避難場

所へ速やかに立退き避難する。 

・指定緊急避難場所への立退き避難はかえっ

て命に危険を及ぼしかねないと自ら判断する

場合には、「近隣の安全な場所」への避難や、

少しでも命が助かる可能性の高い避難行動と

して、「屋内安全確保」を行う。 

・指定緊急避難場所への立退き避難に限らず、

「近隣の安全な場所」への避難や、少しでも

命が助かる可能性の高い避難行動として、「屋

内安全確保」を行う。 

避難指示 

（市が発令） 

・氾濫危険情報 

・洪水警報の危険度分布 

（非常に危険） 

・土砂災害警戒情報 

・土砂災害危険度情報 

（非常に危険） 

・土砂災害危険度情報 

（極めて危険） 

警戒レベル５ 

・既に災害が発生している状況であり、命を

守るための最善の行動をとる。 

・市で災害発生を確実に把握できるものでは

緊急安全確保 

（市が発令） 

・氾濫発生情報 

・大雨特別警報（浸水害） 

・大雨特別警報（土砂災害） 
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注１ 市は、住民に対して避難指示等を発令するに当たり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、避難指示及び緊

急安全確保を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間帯において自主避難所の開設や高齢

者等避難の発令に努めることとする。 

注２ 市が発令する避難指示等は、市が総合的に判断して発令するものであることから、警戒レベル相当情報が出されたと

しても発令しないことがある。 

注３ 土砂災害危険度情報とは、三重県土砂災害情報提供システムの情報を採用している。 

 

 ２ 避難情報の周知 

避難情報の種類の避難指示等により立退き避難が必要な住民等に求める行動を周知する。 

 （１）広報の手段 

広報は関係機関と協力して以下の手段その他の実情に即した方法で実施する。 

ア 広報車 

イ 市防災行政無線 

ウ 緊急速報メール、防災ほっとメール 

エ 市ホームページ、市公式ＳＮＳ 

オ 防災ラジオ 

カ ケーブルテレビ、ａｄｓ.ＦＭ 

キ サイレン 

ク 警鐘等 

ケ テレビによる文字多重放送 

コ スマートフォンアプリ 

 （２）広報の内容 

避難指示等により立ち退き避難が必要な住民等に求める行動の内容と市民の行動規範を中心に

説明する。 

※自主避難所の開設については、避難指示及び緊急安全確保を夜間に発令する可能性がある場合に、避難行動をとりやすい

時間帯において開設することがある。 

 

 ３ 避難所、避難地等の指定 

避難所又は避難地をあらかじめ指定しているところであるが、洪水や土砂災害の影響がある箇所及

び収容数が不足する地域等については、状況を精査し対応を検討する。 

（１）避難所の留意事項 

   ア 被災者の避難生活の安全性・快適性を確保するために自家用発電設備等の災害インフラの整備

を図るとともに、避難生活のための食料、毛布等のほか、新型コロナウイルス感染症予防のため

の衛生資機材等の確保に努める。 

イ 避難所等公共施設のバリアフリー化のほか、性差や要配慮者等に配慮し、各々の視点に立った

整備及び運営を図る。 

ウ 避難所において市民が災害情報を入手する手段を周知する。 

エ 断水等によりトイレが使用できない場合に備え、仮設トイレを確保する。確保に当たっては、

ないため、災害が発生した場合に、必ず発令

されるものではないことに留意する。 

行動を住民等に促す情報 

（避難情報の種類） 
避難対象 主  体 

自主避難所開設 危険地域居住者（地域全住民） 市民・自主防災隊 

高齢者等避難 危険地域居住者（避難行動要支援者） 市民・自主防災隊 

避難指示 危険地域居住者（地域全住民） 市民・自主防災隊・消防団 

緊急安全確保 危険地域居住者（地域全住民） 市民・自主防災隊・消防団 
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障害者や高齢者に配慮したものも整備する。 

（２）長期滞在を見通した避難所運営計画の検討・調整 

避難者の長期滞在に備えるため、施設、設備及び資機材の整備等に関する避難所運営の計画を検

討・調整する。 

 

 ４ 避難地、避難路の整備 

災害により著しい被害が生じるおそれがあると認められる地域又はその周辺の地域における公園、

緑地、広場その他の公共空地を一時的な避難の場所とし、これらの避難地又はこれに準ずる安全な場

所への道路等を整備していくものとする。 

また、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者へ配慮すること及び地震による津波等からの

避難者受入れの想定に必要な施設設備の整備に努めるものとする。 

 

 ５ 避難指示基準及び避難情報の周知等 

避難の指示を行う場合の気象予報・警報や地震の状況等については、避難情報等の判断・伝達マニ

ュアルにより対応するものとする。 

 

 ６ 避難行動要支援者の避難誘導体制の整備 

避難行動要支援者の避難支援を迅速かつ的確に行えるよう、避難に当たって支援が必要な高齢者、

障害者などに対し、安否確認や避難誘導、必要な情報提供などの地域での助け合いが行われるための

支援体制作りの取組である「名張市災害時要援護者（避難行動要支援者）支援制度」を推進するもの

とする。 

また、避難誘導に際し、被災者の安全を確保するため、発電装置、照明装置等の整備を図るものと

する。 

 

 ７ 避難所の管理運営体制 

避難所の管理運営方法をあらかじめ定めるなど、管理運営体制を整備する。 

（１）避難所の管理者不在時の開設体制 

（２）避難所を管理するための責任者の派遣 

（３）市災害対策本部との連絡体制 

（４）自主防災隊、施設管理者との協力体制 

 

 ８ 住民への周知 

    市は、次の事項についてあらかじめ住民に周知しておくものとする。 

 （１）想定される危険の範囲 

 （２）避難所の所在 

 （３）避難指示等により立ち退き避難が必要な住民等に求める行動と予警報の情報 

 （４）避難情報の伝達方法 

 （５）避難所にある設備及び物資 

 （６）その他避難に対する注意事項（集団避難、防火、防犯、持出品、服装、車の使用禁止） 

 （７）新型コロナウイルス感染症予防のため、安全が確保されている場所での避難 

 

 ９ 避難所の区分 

名張市の避難所等は、避難所態様（公共施設・耐震性・風水害対応性など）を勘案して、次の統一

呼称の区分により分類する。 

（１）一時避難所（区・自治会等が指定） 



55 

自主防災隊や区・自治会などの行う自主避難や避難準備体制のための住民参集（集合）拠点 

原則として、一時避難所では救助活動は行わないが、避難者収容数不足等の理由により、市が指

定避難所の補填施設として開設する場合はその限りでない。 

（２）指定避難所（市が指定） 

避難指示等に対応して住民が参集し、その場所で地域住民による避難所運営を可能とする公共施

設等の場所 

（３）福祉避難所（市が指定） 

災害発生時に指定避難所での生活が困難な高齢者、障害者など特に配慮を要する者を受け入れる

ための場所 
 
１０ 避難所の環境整備 

避難所に係る必要な安全性及び良好な居住性の確保、食料等生活関連物資の配布及び保健医療サー

ビスの提供、その他避難所に滞在する被災者の生活環境の整備に必要な措置を講じるよう努める。 

あわせて、新型コロナウイルス感染症の感染予防に資する衛生資機材等も整備する。 

 

１１ 観光客、帰宅困難者等対策 

県の実施する観光客、帰宅困難者等対策に沿い、観光客、帰宅困難者等対策を講じるよう努める。 

 

１２ ペット対策 

飼い主責任を基本とした同行避難を想定し、犬や猫などのペット同行の避難者の受入体制について

検討する。 

 

１３ 避難所外避難者対策 
車中泊等やむを得ず避難所に滞在することができない避難者を想定し、避難所運営における避難所

外避難者対策を推進する。 

 

１４ 感染症予防対策 
発災時に避難所において新型コロナウイルス感染症等の対策を適切に行えるよう、マニュアルの作

成や訓練の実施、関係機関等の連携等、体制整備に努めるものとする。 
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第１３節 医療・救護計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○大規模災害発生時には医療救護需要が極めて多量、広範的に発生することが想定され、かつ即応体

制が要求されるため、これに対応できる応急医療体制を整備する。 

○災害時に大量に必要となることが想定される医療品等を確保・調達する体制を整備する。 

 

第２項 実施責任 

 

福祉子ども部・消防本部・市立病院 

 

第３項 対  策 

１ 医療体制の整備 

（１）救護所設置場所の事前指定 

救護所の設置場所については、下記の点を考慮に入れ、あらかじめ候補地を選定しておくとと

もに、住民への周知を図っておくものとする。 

ア 診療所 

イ 救急病院 

ウ 消防署等周辺の公共施設及び空地  

（２）自主救護体制の確立 

市は、救護所の設置、救護班の編成、出動について、社団法人名賀医師会と協定を締結しており、

これに基づく応急救護体制の強化を図るが、大規模災害時には、救急車等搬送手段の不足、通信の

途絶、交通混乱等により、医療活動、救急搬送活動が困難となることが予想される。そのため、

自主防災隊及び住民等が、軽微な負傷者等に対する応急救護や救護班の活動支援を行う自主救

護体制を確立させるための計画を定めておくものとする。また、このことを広報、研修などにより

住民に周知徹底し、自主救護体制の整備を推進する。 

（３）医療体制の整備 

ア 初期医療体制の整備 

（ア）災害現場におけるトリアージ体制  

大規模地震発生時等には、多数の傷病者が発生することにより、災害現場や救護所で適切な治療の

優先度を判断するトリアージが必要となるため、医師及び救急救命士は適切なトリアージが実

施できるよう教育、研修を受けるよう努める。 

（イ）医療救護班の編成 

医療救護班の編成等については、第 ３章第12  節「医療・救護活動」に定めるところによる。 

イ 後方医療体制等の整備 

（ア）医療機関相互の連携体制及び役割分担の整備  

災害時に多数の人命の救助、医療救護を可能にするため、救護所等におけるトリアージやそ

の度合いに応じた医療機関への搬送等、医療機関相互の連携体制の整備充実を図るよう努める。 

（イ）医療情報の収集、伝達体制の整備 

ａ災害時における医療機関の診療の可否、受入可能患者数等、ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情

報システム）等を活用し医療情報を収集、また、患者転送要請数、医療品等の備蓄状況、ラ

イフラインの状況等、迅速かつ的確な収集、伝達を行うための体制の整備を図る。災害時に

おける医療機関の診療の可否、受入可能患者数、患者転送要請数、医療品等の備蓄状況、ラ

イフラインの状況等、迅速かつ的確な収集、伝達を行うための体制の整備を図る。 



57 

ｂ市内の医療機関の被害状況を把握するため、保健所をはじめ消防本部、自衛隊、警察本部等

が収集した情報を多角的に活用する仕組みについて検討を行う。 

（ウ）患者搬送体制の整備  

被災地から診療可能な医療機関への搬送や重篤患者の災害拠点病院への搬送体制の整備

を図る。重篤患者の搬送については、防災ヘリコプター等の有効活用を図るとともに、ヘリポ

ートの確保に努めるものとする。 

（４）医薬品等の確保 

ア 医療品・衛生材料等の備蓄・調達 

災害直後の初動期においては、外科的治療に用いられる医薬品等の需要が増大するため、必要な

医薬品・衛生材料等は、市の備蓄を促進するとともに、県を含む関係機関と連携を図り確保に努め

る。 

イ 援助物資の活用  

他府県及び他市町等からの援助物資(医薬品等)の活用を図るため、その受入れ及び供給体制を構

築する。 

（５）医療機能の確保 

救護所の設置場所となる施設・設備については、停電時でも利用可能となるよう自家発電設備等

の整備を促進する。 

（６）医療マンパワーの確保  

名賀医師会等と連携するほか、潜在的な有資格者を看護協会等と連携して探し、本人の協力が可

能かどうかアンケート等で確認する。 

 

２ 関係機関との協力関係の構築 

災害の規模及び患者の発生状況によっては、県をはじめ自衛隊、社団法人日本赤十字社三重県支部、

名賀医師会等の関係機関に応援を要する事態が想定されるため、これらの関係機関との間で綿密な協

力体制を構築する。 

 

３ 市民が実施する対策 

災害時の地域の医療体制を平常時から把握するとともに、特に慢性疾患を持つ家族がある場合は、

それぞれの病状に応じた医薬品等を持ち出せるよう事前準備に努める。 
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第１４節 緊急輸送計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○大規模災害発生に備え、災害に対する安全性を考慮しつつ関係機関と協議の上、緊急輸送ネットワ 

 ークの形成を図る。 

○緊急輸送ネットワークとして指定された拠点や道路について、災害に強い施設を整備する。 

○災害時に必要となる食料、生活必需品等の物資の調達・供給体制の整備を図る。 

 

第２項 実施責任 

 

危機管理室・産業部・都市整備部 

 

第３項 対  策 

 

１ 緊急輸送網の整備 

緊急輸送活動のために確保すべき輸送施設である道路及び防災上の拠点及び輸送拠点について、それら

が発災時にも機能するよう整備に努め、関係機関等に対する周知を図るものとする。 

 

２ 臨時ヘリポートの確保 

臨時ヘリポート候補地が災害時に有効に利用できるよう、関係機関や地元住民等に対し周知徹底を

図っておくほか、必要に応じ通信機器等必要な機材について備蓄するよう努めるものとする。 

 

３ 緊急輸送道路の確保 

道路管理者は、道路の障害物除去、応急復旧等に必要な人員、資機材等の確保に努めるとともに、

発災後交通規制が実施された場合の一般車両運転者の責務等について、平常時から周知に努めるもの

とする。 

 

４ 物資調達・供給体制の整備 

大規模な災害が発生した場合に必要とされる食料その他の物資について備蓄・調達体制を整備し、

供給計画をあらかじめ定めるものとする。また、物資の性格や避難場所の位置等を勘案し集中備蓄か

分散備蓄かを検討するとともに、備蓄拠点を設けるなど体制の整備に努めるものとする。 
 
５ 運送事業者等との連携体制の構築 

あらかじめ運送事業者等との緊急輸送に係る協定を締結しておく等、運送事業者等との連携体制の

構築による緊急輸送体制の整備を推進する。 
 
６ 応援の要請等 

応援措置が必要と市が認める場合、県へ要請を行う。ただし、事態が急を要するときは、電話又は

無線をもって要請し、事後に文章を送付する。 
 



59 

第１５節 公共施設・ライフライン施設災害予防計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○道路、河川、鉄道、電気、上下水道、都市ガス等の公共施設の被害は、避難、救護、復旧対策に大き

な障害となるため、災害に強い公共施設（代替性、多重化等）を整備する。 

○災害復旧に備える地理情報システム（ＧＩＳ）を活用したライフライン事業者の施設管理情報の一元

化及び施設管理情報のバックアップ体制の整備を進める。 

 

第２項 実施責任 

 

地域環境部・産業部・都市整備部・上下水道部 

 

第３項 対  策 

 

１ 道路、橋梁 

道路は、市民の日常生活の面で重要な役割を担っているとともに、市民の避難路や応急対策活動、

応急復旧活動の動脈として欠くことのできない都市施設であることから、道路網の整備を計画的に推

進する。 

（１）幹線道路の整備  

災害時の緊急輸送路や緊急輸送路と市内の中心的防災拠点を結ぶ幹線道路を国・県と連携して

整備する。また、落石等のおそれがある危険箇所が存在する道路については、防護壁、防護網等

の設置工事を実施し、災害の防止に努めるものとする。なお、人家の密集地区においては、でき

るだけ複数の道路を確保するとともに、強度等に問題のある橋梁についてはより強固なものにす

るよう努めるものとする。 

（２）各地区を結ぶ幹線道路の整備  

市中心部と各地区とを結ぶ幹線道路を国・県と連携して整備する。 

（３）農林道の整備 

農林道についても一部に生活道路として性格が強く、計画的な整備が必要である。 

また、農林道ゆえの地形的な要因から落石及び崩壊の危険性も高く、災害防止の観点からも危険

箇所の点検、防除工事並びに台風襲来時における交通の遮断措置等、きめ細かい対策を推進してい

くものとする。 

 

２ 上水道 

（１）災害により配水管等の破損に伴う水道水の断水を最小限にとどめるために、配水区域の多系統化

により危険回避に努めるとともに、老朽化施設については計画的な更新並びに機能強化を含めた改

築を進め、配水管については、当該地域の地質等の特性を考慮した耐震管の採用に取り組む。また、

被災時における応急給水を円滑に行うため、応急給水施設（非常用自家発電設備、拠点給水設備等）

や資機材の整備、充実を図る。 

（２）応急対策（応急給水・復旧）のための体制整備  

水道施設の点検整備を行うとともに、応急給水・復旧用資機材及び人員の配備等の体制を整備する。 

（３）非常時の協力体制 

飲料水の供給あるいは水道施設の早期復旧を図るため、三重県水道災害広域応援協定等に基づき、

研修、訓練等を通して日頃からブロック内のコミュニケーションを図る。 

 



60 

３ 下水道 

下水道の老朽化施設については、更新並びに機能強化を含めた改築を進める。今後、新たな施設に

ついては、地質、構造等の状況を配慮して災害対応の強化に努める。災害時においても住民の安全で

衛生的な生活環境を確保するため、下水道の機能を最低限維持するとともに、施設の被害を最小限に

抑え、早期の機能回復を図るため、次の措置を講ずるものとする。 

（１）耐震性の強化及びバックアップ施設の整備 

下水道施設の施工に当たっては十分な安全性を有するよう努めるとともに、自家発電装置の設置

など、災害に強い下水道の整備に努める。 

（２）被災の可能性が高い地区の把握 

被害状況の迅速な把握及び早急かつ円滑な復旧を図るため、被災の可能性が高い地区の把握をす

る。 

（３）下水排除の制限  

下水処理場及び管渠の損壊等により処理不能となった場合、管理者は住民に対し下水排除の制限

を行う。 

（４）下水の仮排水及びし尿の応急処理 

管理者は、管渠の損壊等による下水の滞留に備え、ポンプ・高圧洗浄機等の確保、仮設トイレの

設置について体制を整える。 

（５）非常時の協力体制 

施設の点検、復旧要員の確保を図るため、県との間の協力応援体制を整備する。また、必要な場

合は国及び他の自治体に対し、援助を要請する。 

 

４ 廃棄物処理施設 

（１）管理体制 

廃棄物処理施設が被災した場合には、適正な維持管理が困難となり、周辺環境に影響を及ぼすこ

とになるので、平素から施設の管理を十分に行う。また、被害が生じた場合には、迅速に応急対策

を図ることとし、そのために必要な手順や必要最低限の機材、予備部品等を確保するよう伊賀南部

環境衛生組合に要請するものとする。 

（２）応援体制の整備 

市は、災害による処理施設、機材等の不足に対応するため、県内市町相互はもとより、県を通じ

て他府県や民間企業についても応援体制の整備を推進する。 

（３）仮置き場の候補地の選定 

市は、災害により発生した廃棄物等を一時的に集積しておくための仮置場の候補地を選定してお

く。 
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第１６節 防災営農計画（風水害等） 

 

第１項 計画目標 

 

○災害による農地及び農業施設の被害を防止するため、農地関連施設の管理について指導を行うととも

に、災害時(病虫害を含む)における農作物等への被害を減少する。 

 

第２項 実施責任 

 

産業部 

 

第３項 対  策 

 

１ 農地保全対策 

防災営農技術の浸透、台風、晩霜等気象情報の周知徹底については、随時又は必要に応じて農業改

良普及センター、農業協同組合等を通じ末端農家へ迅速な伝達を行い、必要な技術の指導を行う。 

 

２ 防災営農技術の確立並びに普及 

防災営農技術について県の防災技術指針を参考に、これを関係機関及び農業団体等に示すとともに、

県等が実施する研修会等への参加を啓発する。防災に必要な技術指針は、次の事項を基として定める

ものとする。 

(１) 災害を回避し、被害を未然に防止するための技術  

(２) 災害に耐え、被害を僅少にくい止めるための技術 

 

３ 家畜伝染病の発生予防及びまん延防止対策 

家畜保健衛生所が行う災害時に多発を予想される家畜伝染病の調査及び家畜伝染病予防法（昭和26

年法律第166号）の規定に基づく伝染病の発生予防・予察及びまん延防止のために必要な措置(検査、

注射、消毒等)に協力し万全を期するほか、家畜保健衛生所から市農業団体の関係職員及び獣医師等

に対し必要な技術の指導を受ける。 
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第１７節 地盤災害防止計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○土石流、地すべり、がけ崩れ、地割れ、液状化、擁壁の倒壊等の災害が発生しないよう、防災上必要

な対策を講じるとともに、関係機関へ整備を要請する。 

 

第２項 実施責任 

 

危機管理室・産業部・都市整備部 

 

第３項 対  策 

 

１ 土砂災害防止対策 

（１）崩壊危険地域の災害防止  

ア 砂防事業 

土砂による災害を防止するため、水源山地における砂防えん堤や中流部における流路工など、

危険度の高い箇所から順次砂防事業を実施できるよう国・県と連携を図り、事業を促進していく。 

イ 地すべり防止事業 

地すべりは、その判定が難しく軽率に工事を進めると災害を誘発することになるため、地形及

び地質調査等が必要である。被害を及ぼすおそれのある地域は緊急度の高いところから、適切な

防災工事を実施するために、国・県と連携を図り、事業を促進していく。 

ウ 急傾斜地崩壊防止事業  

市内における急傾斜地で、被害を及ぼすおそれのある地域は緊急度の高いところから防止工事

を実施するために、国・県と連携を図り、事業を促進していく。さらに、住民への周知及び避難

体制の確立を図る。 

（２）崩壊危険地域への予警報の発令・伝達体制 

ア 予警報の伝達 

気象予警報は、緊急メール、「ａｄｓ.ＦＭ」等で伝達する。 

イ 避難情報の伝達 

避難指示等により立退き避難が必要な住民等に求める行動の情報は緊急メール、広報車、消防

団、「ａｄｓ.ＦＭ」等で伝達する。 

（３）前兆現象の収集 

土石流・がけ崩れ・地すべりなど、近隣住民から土砂災害の前兆現象となる事象（山鳴り、斜面

の亀裂、水位の減少、土臭い、物の焼ける臭い、根の切れる音、クラック等）の報告を収集した場

合、土砂災害危険箇所のパトロールを行い確認する。 

（４）崩壊危険地域における避難体制の構築 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律(土砂災害防止法)（平成12年

法律第57号）による土砂災害警戒区域に指定された区域については、区域ごとに土砂災害に関する

情報の収集及び伝達等、土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項について定め

るとともに、津地方気象台と連携し県から伝達される土砂災害警戒情報を参考にしつつ、警戒区域

における円滑な警戒避難体制が行われるための必要な事項について住民に周知するよう努める。 

ア 避難所の設置 

イ 避難指示等の発令時期決定方法 

ウ 気象情報及び異常現象並びに避難指示等の連絡方法 
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エ 避難誘導責任者 

オ 避難指示等の住民への周知 

※ア～オは「第12節 避難対策計画」に準ずる。 

カ 土砂災害危険箇所の把握 

キ 土砂災害危険箇所のパトロール 

市は、関係機関と協力し、地すべり、がけ崩れ、土砂流出等による土砂災害の発生が予想され

る危険箇所のパトロールを実施し、正確な実態の把握に努める。 

ク その他必要事項 

（５）治山事業 

災害は、山地の崩壊及び山地荒廃による流出土砂により被害が激しいものとなるが、森林は、崩

壊防止及び土砂の流出防止のほかに洪水防止、水資源の涵養等の機能を持っている。治山事業は、

荒廃山地又は荒廃のおそれのある山地に対して山脚を固定して浸水を防止するための渓間工事又

は崩壊地を森林に復旧するための山腹工事を実施する等により森林整備を図り、崩壊土砂の流出、

洪水等による災害の防止、軽減を図るとともに水資源の涵養に資することを目的とする。 

ア 山腹崩壊・崩壊土砂流出対策 

ａ 林地等の管理上必要な知識及び応急措置の方法等の管理者への指導を図る。 

ｂ 森林の過伐、乱伐の防止と渇植、肥培管理、植林の育成を促進して地すべり崩壊による災害

防止に努める。 

ｃ 地震等の災害による地盤のゆるみが予想される時の危険箇所パトロール、応急資材の整備、

山地崩壊が予想される時の避難所等を整備する。 

イ 山地に関する防災事業 

ａ 治山・治水事業と併せ一般造林事業を推進して林地の保護と培養を図る。 

ｂ 地表の安定を図るため、荒廃地の植林を促進する。 

（６）防災上の配慮を要する者が利用する施設の土砂災害対策 

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域内に要配慮者が利用する医療施設、社会福祉施設、学

校や幼稚園等の施設がある場合には、当該施設の利用者の円滑な警戒避難が行われるよう、これら

施設に対する土砂災害に関する情報、予報及び警報の伝達方法を定める。 

また、当該施設の管理者は、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が土砂災害防止法の改正に

より義務化されたことから、該当する施設管理者への指導を図る。 

 

２ 宅地災害予防対策 

（１）計画方針 

がけ崩れ・土砂の流出・擁壁の倒壊の宅地災害を未然に防止するため、名張市住宅地造成事業等

に関する指導要綱（昭和46年８月１日制定）により、都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づ

く開発許可制度による安全かつ良好な宅地の確保を図る。 

（２）現況 

一定規模以上の宅地造成工事等については、名張市住宅地造成事業等に関する指導要綱により、

災害防止にも重点をおき事前協議・設計協議を行った上で事業者と協定を締結している。また、宅

地災害が発生するおそれがある場合には、必要な行政指導を行う。 

（３）事業計画 

ア 宅地防災月間での啓発 

梅雨期及び台風期に備え、地域住民及び開発事業者に注意を促し、必要な防災対策を講じさせ

るため、宅地防災月間の５月には、三重県と共に開発施工区域を中心にした巡視活動を展開、現

地での適切な指導を行う。 

イ 宅地防災工事の貸付制度の活用  
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改善報告を必要とする宅地については、独立行政法人住宅金融支援機構による貸付制度のＰＲ

及び指導を行う。 

ウ がけ地近接等危険住宅移転事業の推進 

土砂災害特別警戒区域内、災害危険区域又は建築基準法第 40 条の適用区域に存する既存不適

格住宅等の危険住宅の移転を促進し、安全な住環境の整備に努める。 

エ 被災宅地危険度判定体制の整備 

市において、大地震または豪雨等により宅地が大規模かつ広範囲に被災した際に、被災宅地の

状況について調査・判定することとなる被災宅地危険度判定士の養成及び、必要な資機材の調

達・備蓄等の推進を、公共・民間を問わず行うことにより、災害発生時に迅速かつ的確に危険度

判定を実施することで、二次災害を軽減・防止し住民の安全を確保する。 

（５）ため池改修事業 

市内のため池は、水田の水源として重要な役割を果たしているが、老朽化が進み、管理者の意識

も希薄化し、決壊の危険性を有している。このため災害防止上、緊急度が高いため池の管理者への

啓発を行うとともに、改修工事を実施する。 

 

３ 液状化対策 

（１）地震時に発生する地盤の液状化現象については、地震災害対策の重要な事項であり、地盤の液状

化危険度調査を実施し、その結果を「三重県地域防災計画被害想定調査報告書」（平成 18年）にと

りまとめを行っている。なお、南海トラフ地震防災対策推進地域の指定など地盤の液状化による被

害が懸念されることから最近の科学的知見の提示や基礎データの蓄積を踏まえ、更に詳細な地盤デ

ータに基づく液状化危険度の検討を行うこととする。 

（２）建築確認申請の窓口等において、住民等に液状化対策の周知、啓発に努めるものとする。 
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第１８節 森林保全計画（風水害等） 

 

第１項 計画目標 

 

○土砂流出、山地災害等を防止する。 

 

第２項 実施責任 

 

産業部 

 

第３項 対  策 

 

１ 流域保全・山地災害対策 

（１）荒廃林地は、主要流域の土砂生産源となり、洪水時に下流に押し流されて河床を上昇させ、水害

発生の素因となっているので、これまで、県事業で治山事業を推進してきたが、更に重要河川流域

の保全を図るため、荒廃地の現況を把握して、崩壊地復旧及び土砂流出防止のため治山事業を県と

連携し、緊急度の高いものから計画的に施工し、災害の防止に万全を期する。 

（２）集中豪雨による災害は、市民の生命及び財産に多大な被害を与えるため、山地災害危険地区につ

いて、住民への周知を図るよう努め、毎年台風襲来時期には点検を行い警戒避難体制の整備に万全

を期するとともに、緊急な箇所については、県と連携して治山事業を重点的に実施する。また、山

地災害防止機能を果たす森林整備を行っていくものとする。 

 

２ 保安林整備対策 

保安林は、土砂崩壊、流出の防止及び保水等により洪水調節の役割を果たすため、流域保全上その整

備が重視されており、これまで県事業で保安林の維持改良が図られてきたが、過去の風水害等によって

保安林としての機能が低下しているところも少なくないので、針広混交林の造成など、多様で力強い

保安林の改良・整備を推進するものとする。 

 

３ 治山対策 

「第 17節 地盤災害防止計画」に準ずる。 

 

４ 山地災害危険地区住民に対する周知及び避難体制 

「第12節 避難対策計画」に準ずる。 

 

５ 山地災害危険地区 

山腹崩壊危険地区の把握を行うものとする。 
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第１９節 治水計画（風水害等） 

 

第１項 計画の目標 

 

○河川の氾濫、鉄砲水、洪水等を防止する。 

 

第２項 実施責任 

 

危機管理室・都市整備部 

 

第３項 対  策 

 

１ 河川施設 

市域には、大小様々な河川があり、集中的な大雨や鉄砲水、空石積みで施工された護岸の老朽化など

危険をはらんでいる。今後は、老朽化した護岸の再整備、小河川の改修、土砂対策、ポンプの設置等の

整備に努める。 

また、国土交通省が進める名張川の河川改修事業について事業の促進を図る。 

 

２ ダム貯水放流災害予防計画 

青蓮寺ダム、室生ダム及び比奈知ダムの貯水の放流を行う場合、木津川ダム総合管理所長は放流に

より下流に急激な水位の変動を生じないよう努めるとともに、放流に際しては次の措置を取るものと

する。 

（１）ダムの放流量が青蓮寺ダム及び比奈知ダムは概ね毎秒３０立方メ－トル、室生ダムは概ね毎秒 12

立方メートルを超えると予想されるときは、その１時間前に青蓮寺･室生･比奈知ダム防災連絡会の

各関係機関（青蓮寺ダムにあっては、国土交通省近畿地方整備局木津川上流河川事務所・三重県県

土整備部・伊賀建設事務所・名張市役所・名張警察署・名張市消防本部・名張川漁業協同組合・青

蓮寺川香落漁業協同組合・三ケ村井堰水利組合及び名張川砂利生産組合等、室生ダムにあっては、

国土交通省木津川上流河川事務所・三重県県土整備部・伊賀建設事務所・名張市役所・名張警察署

・名張市消防本部・名張市土地改良区宇陀川工区・名張川漁業協同組合及び名張川砂利生産組合等

、比奈知ダムにあっては、国土交通省近畿地方整備局木津川上流河川事務所・三重県県土整備部・

伊賀建設事務所・名張市役所・名張警察署・名張市消防本部・名張川漁業協同組合及び名張川砂利

生産組合等）に通報する。 

 

 ＜青蓮寺・室生ダム・比奈知ダム放流連絡系統図＞ 

 
    ダム放流連絡ﾌｧｯｸｽ 
    電話 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

名張市上下水道部 

名張川漁業協同組合 

名張川砂利生産組合 

青蓮寺川香落漁業協同組合 

名張市土地改良区宇陀川工区 

名張市役所 

木津川ダム総合管理所 
青蓮寺ダム管理所 

木津川ダム総合管理所 
室生ダム管理所 

木津川ダム総合管理所 
比奈知ダム管理所 (青蓮寺ダムのみ連絡) 

(室生ダムのみ連絡) 

名張市消防本部 

三ケ村井堰水利組合 
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 （２）青蓮寺ダム、室生ダム及び比奈知ダムからの放流において、ダムからのゲート放流が開始される

とき及び急激放流（施設管理規程に定められた放流量の増加割合を超える放流）を行うことが予想

されるときは、放流を開始する１時間前に、各関係機関（上記１に掲げる各ダムの関係機関）に通

報する。 

また、緊急放流（計画規模を超える洪水時の操作）を行うことが予想されるときには、放流を開

始する３時間前及び１時間前に、各関係機関（上記１に掲げる各ダムの関係機関）に通報する。 

青蓮寺ダム、室生ダム及び比奈知ダムにおいて、各ダムの施設管理規程に基づく操作を行うと名

張川名張水位観測所の水位が氾濫危険水位を超えることが予想されるときには、近畿地方整備局淀

川ダム統合管理事務所から本市に対し「ダム操作に係る情報」が連絡される。これを受け本市は、「下

流の状況に応じた操作」（統合操作）が可能な場合には実施することを淀川ダム統合管理事務所へ要

請する。 

ゲート放流及び急激放流、緊急放流により各警報局地点の水位が上昇すると予想される約 30分前

に各警報局により、サイレン吹鳴とスピ－カ－による放送を行う。また、警報車に設置したスピー

カーによる放送及びサイレンを必要に応じて併用しながら、警報車により下流の巡視を行う。上記

内容に基づき、青蓮寺ダム、室生ダム、比奈知ダムから警報される警報局及びその設置市町村は次

のとおり。 

 

○サイレン・スピ－カ－警報局 

室生ダム ···························· 宇陀市室生区（大野第二･元三･三本松･長瀬）  

 名張市（矢川・井手） 

比奈知ダム ·························· 名張市（西ノ前･檜尾･東谷･中川原･赤坂） 

青蓮寺ダム・比奈知ダム共用 ·········· 名張市（夏見） 

青蓮寺ダム･室生ダム･比奈知ダム共用 ··· 名張市（瀬古口･朝日町･夏秋･薦生･葛尾） 

 山添村（鵜山） 

○スピ－カ－警報局 

青蓮寺ダム ·························· 名張市（柿谷･下出） 

室生ダム ···························· 宇陀市室生区（大野上･元三上･中村･長瀬上） 

 名張市（矢川上･安部田第二･井手上･黒田） 

比奈知ダム ·························· 名張市（上比奈知･広出･小山･四間橋･山庵） 

青蓮寺ダム・比奈知ダム共用 ·········· 名張市（下川原） 

青蓮寺ダム･室生ダム･比奈知ダム共用 ··· 名張市（中島･大谷･大屋戸･蔵持･下夏秋･ 

 下三谷・薦原・中垣内） 

 山添村（片平・上鵜山・広瀬・吉田・大川） 

 伊賀市（治田） 

 

青蓮寺ダム・室生ダム・比奈知ダム警報局配置図 （資料編参照） 

 

３ 避難行動要支援者対策 

水防法に基づく浸水想定区域内に要配慮者が利用する医療施設、社会福祉施設、学校や幼稚園等の

施設がある場合には、当該施設の利用者の円滑な警戒避難が行われるよう、これら施設に対する水害

に関する情報、予警報の伝達方法を定める。 

また、当該施設の管理者は、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が水防法の改正により義務化

されたことから、該当する施設管理者への指導を図る。 
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第２０節 文教対策計画（幼保園を含む）（共通） 

 

第１項 計画の目標 

 

○災害発生時における児童生徒、教職員等の安全を確保する。 

○文化財の被害の未然防止及び文教施設等を災害から防護する 
 

第２項 実施責任 

 

福祉子ども部・教育委員会 

 

第３項 対  策 

 

１ 防災上必要な組織の整備・安全教育 

災害発生時に迅速かつ適切な対応をとるために、各学校では、平時から災害に備えて教職員等の任務

の分担及び相互の連携等について組織を整備する。また、児童生徒等に対して防災上必要な安全教育を

行うとともに防災意識の喚起に努める。 

 

２ 防災上必要な計画及び訓練 

市内の各小中学校、幼稚園等では、危機管理マニュアルを作成しており、今後は通学団集会、学級

懇談会及び地区懇談会等を通じて教職員及び児童生徒や保護者の防災に対する意識の高揚を図ると

ともに、災害発生時に迅速かつ適切な行動がとれるよう防災計画を作成し、その訓練に努める。 

 

３ 登下校時の安全確保 

登下校時の児童生徒等の安全を確保するため、情報収集伝達方法、児童生徒等の誘導方法、保護者と

の連携方法、緊急通学路の設定及びその他登下校時の危険を回避するための方法等について計画を策

定するとともに、あらかじめ教職員、児童生徒等、保護者及び関係機関に周知徹底を図る。 

 

４ 施設等の災害予防 

文教施設、設備等を災害から防護するため、定期的に安全点検を行い、危険箇所あるいは要補修箇所

の早期発見に努めるとともに、速やかな補修、改善に努める。 

 

５ 文化財の被害防止対策 

文化財の被害を未然に防止し、又は文化財の被害拡大を防止するため、市教育委員会は、文化財の所

有者及び管理者、管理団体に次の点に留意して保存管理に万全を期するよう指導、助言する。 

（１）防災組織の設置・充実 

（２）防災施設の整備 

（３）防災知識の普及と訓練の実施 

（４）文化財の日常的な点検 

（５）その他必要な防災意識の啓発 

毎年、文化財防火デーにちなんだ防火訓練を通じて、市民の防火・防災意識の高揚を図る。 

 

６ 市民が実施する対策 

（１）家庭における防災についての話し合い 

学校等での防災教育を家庭で共有するとともに、防災ノート等を活用し、事前の防災対策及び発
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災した際の役割分担、取るべき行動について家族で話し合うように努める。 
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第２１節 火災予防計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○災害発生時における出火防止、初期消火、火災の延焼防止を徹底する。 

 

第２項 実施責任 

 

消防本部・関係各部 

 

第３項 対  策 

 

１ 火災予防対策の指導 

（１）多数の人が出入りする防火対象物は、火災が発生した場合、大災害になる可能性が高いことから、

常に地域環境の変化を把握し、立入検査を計画的に行うとともに、施設の管理者に対し消防計画の

作成と計画に基づく訓練の実施を指導する。 

＜立ち入り検査による管理権原者に対する指導事項＞ 

ア 建築構造物等の状況 

イ 防火管理体制の状況 

ウ 消防計画の作成及び当該計画に基づく訓練状況 

エ 防炎対象物品の使用状況 

オ 火を使用する設備、器具等の維持管理状況 

カ 消防用設備等の設置、維持管理状況 

（２）市民に対する火災予防防災意識の普及に努め、特に、地震発生時における出火防止、初期消火及

び延焼防止を図るため、家庭に消火器具、消火用水等の備えと、これら器具の取扱いを広報、消防

訓練等で指導する。 

ア 地震を想定した防災訓練・防災講話の実施 

イ 家庭における消火器具、火用水の備えとこれらの取扱い指導 

（３）消防法（昭和23年法律第186号）に規制を受ける危険物の取扱い作業従事者の資質向上を図るた

め、定期に保安講習を受講するよう指導するとともに、施設の管理者に対し自主的な保安教育の実

施や、火災発生・延焼を防止するための対策を講じるよう指導する。 

（４）建築物の不燃化を促進するため、次の施策の推進を図る。 

ア 都市計画法の規定による準防火地域の指定 

イ 都市再開発法に基づく市街地再開発事業による不燃化対策 

ウ 消防法第７条の規定による消防同意制度の効果的な運用 

エ 高層建築物、旅館、劇場等の防火対象物においては、消防法第８条の３に規定する防炎物品の

使用 

 

２ 初期消火体制の整備 

火災を早い時期に発見し、短時間で消火するなど迅速かつ効果的に活動し、被害を最小限にくい止

めることが初期消火の目的である。 

そのため、各家庭に住宅用火災警報器の設置を促進し、併せて設置されている警報器の適切な維持

管理を啓発する。 
また、自主防災組織、事業所においては自衛消防組織等の活動を通して初期消火活動時の体制等、

指導強化に努めるとともにそれぞれの組織の連携を図る。 
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３ 消防力の整備 

災害による被害の防止又は軽減を図るとともに、「消防力の整備指針」、「消防水利の基準」を充

足するため、消防組織の充実強化を図り、消防用施設等の整備に努める。 

（１）風水害等の災害時や南海トラフ地震等の大規模な地震時に的確に対応できるよう消防施設、人員、

消防水利等の強化に努める。 

ア 施設、装備の強化 

消防庁舎、消防車、救急車、通信指令施設等の消防施設の整備を推進するとともに、災害時に

おける延焼防止活動及び救急・救助活動等の被害の防止又は軽減に必要な資機材の整備を推進す

る。 

イ 消防職員の教育訓練 

各種災害に対する豊富な知識の蓄積と各種災害を想定した総合訓練等を実施し、知識と技術の

向上に努める。また、南海トラフ地震等の大規模な地震時には、多数の死傷者の発生が予想され

ることから、救急救命士、救急隊員等の救命技術の向上に努める。 

ウ 消防水利の充実 

同時多発火災の発生に備えて、火災延焼危険地域を中心に耐震性防火水槽の計画的な整備を図

るとともに、人工水利と自然水利の適切な組み合わせによる水利の多元化を推進する。 

エ 緊急消防援助隊等活動拠点施設の確保 

  大規模災害時における緊急消防援助隊等の活動拠点となる場所及び施設の整備を推進する。 

 

（２）災害時には地域に密着した消防団の活動能力の向上と初期消火体制の増強を図るため、組織の活

性化と装備の整備に努める。 

ア 体制整備 

災害時には、各地区の消防団の活動が不可欠であることから、青年層の消防団活動への積極的

な参加促進など組織強化に努める。 

イ 消防施設、装備の強化 

消防団拠点施設及び消防車両、小型動力ポンプ等の防災資機材の充実強化に努める。 

ウ 消防団の強化、教育 

消防団員の確保には青年層、女性層の参加も促進していくものとし、消防団員に防災に関する

知識と技術の向上を図るために教育訓練を実施する。 

 

４ 自主防災組織の育成強化 

災害時において、広い地域で同時に火災が発生する可能性があり、住民による消火活動が重要であ

る。そのため、自主防災隊の育成強化に努めるとともに、地域住民が発災直後において円滑に初期消

火を行うための資機材等を整備するものとする。 
 



72 

第２２節 林野火災予防計画（共通） 

 

第１項 計画の目標 

 

○林野火災を防止する 

 

第２項 実施責任 

 

産業部・消防本部 

 

第３項 対  策 

 

１ 林野火災消防計画の確立 

市は、関係機関と綿密な連絡を取り、林野火災消防計画の確立に努める。林野火災消防計画には、

森林の状況、気象条件、地理、水利の状況及び林内作業の状況等を調査の上、次の事項について計画

するものとする。 

（１）特別警戒実施計画 

ア 特別警戒区域  イ 特別警戒時期  ウ 特別警戒実施要領 

（２）消防計画 

ア 消防分担区域  イ 出動計画  ウ 防護鎮圧計画 

（３）資機材整備計画 

（４）啓発運動の推進計画  

（５）防災訓練の実施計画 

 

２ 森林所有（管理）者への指導 

林野火災予防のため、森林所有（管理）者に対し、次の事項について指導を行う。 

（１）防火線、防火樹帯の整備及び造林地に防火樹の導入 

（２）自然水利の活用等による防火用水の確保 

（３）事業地の防火措置の明確化 

（４）火入れに当たっては、森林法に基づく条例等による許可のほか消防機関との連絡体制の確立 

（５）火災多発期（12月～3月）における見巡りの強化 

（６）林野火災対策用資機材の整備 

 

３ 監視体制の確立 

林野火災防止のため、林業普及指導員等と連携を図り、火気の早期発見と迅速な通報の行える体制

の確立に努める。特に火災警報発令時においては、名張市火災予防条例の定めるところにより、市及

び林野の所有（管理）者は、火の使用制限を徹底するなど万全の対策を推進するものとする。 

 

４ 防災意識の普及 

関係機関の協力を得て、一般住民に対し、春秋２回の火災予防運動の実施、林道入口に山火事防止看

板の設置等を通じて森林愛護並びに防災意識の普及啓発を図るものとする。 
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第２３節 危険物施設等災害予防計画（共通） 

 

第１項 計画目標 

 

○災害による危険物施設、高圧ガス施設、毒物劇物施設等の被害を軽減し、二次災害の発生拡大を防止

するため、関係機関と連携して保安体制の強化、法令に定める適切な保安措置を講じる。 

○危険物施設等の耐震化の強化、訓練の徹底、自衛消防組織の育成及び防災意識の普及啓発の徹底を図

る。 

 

第２項 実施責任 

 

消防本部 

 

第３項 対  策 

 

１ 危険物施設等の現況把握 

市内には、危険物施設が多数存在する。これら施設には、消防法をはじめ関係法令の周知徹底、規

制を行うとともに、危険物施設における自主保安体制の確立、保安意識の高揚に努める。 

 

２ 施設の安全指導の強化 

消防法、高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）等の関係法令に基づき、立入検査、保安検査等

を実施し、施設の維持管理及び管理監督者に対する指導を強化する。 

また、危険物等の移送について、路上取締等を実施し、車両運転手の指導を行う。 

 

３ 保安講習受講指導 

危険物事業所における保安管理の向上を図るため、危険物施設の管理責任者、危険物取扱者、危険

物保安監督者、危険物施設保安員に対し、定期に保安講習を受講するよう指導する。 

 

４ 危険物の規制と体制の強化策 

石油類をはじめガス、火薬類等の危険物品は貯蔵品、取扱い場所も年々増加し、漏えい、火災、爆

発等の潜在危険が増大している。これらに起因した災害は、被災影響が広範囲に及び、物損はもとよ

り多数の死傷者を出す例が多いので、防災資機材の増強を図るとともに、危険物施設の関係者に対す

る保安の確保及び自主防災体制の強化に努める。 
（１）危険物の規制 

危険物の製造所等の関係者が履行すべき事項は次のとおりとし、その徹底を図る。 

ア 危険物製造所等の施設が常に法令に適合し維持されているか。 

イ 危険物保安監督者を定め、危険物の取扱いに関し保安の監督が十分されているか。 

ウ 危険物監督者等による危険物製造所等の法定点検が励行されているか。 

エ 予防規程の制定義務対象施設における規定が整備され、また訓練が実施されているか。 

（２）防災体制の強化 

危険物を貯蔵する事業所の自主防災力の強化等、次の事項に関して指導の強化を図る。 

ア 危険物取扱者等の資質向上のため保安講習の受講を指導する。 

イ 危険物関係業界の組織等を活用した行政指導の効率化 
 

５ ＬＰガス、都市ガス災害予防対策 
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ＬＰガス及び都市ガス（以下「ガス」という。）は、県内全域に供給、消費されていることに鑑み、

これによる災害を防止し、公共の安全を確保するため、防災関係機関、ＬＰガス販売事業者、都市ガ

ス事業者及び取扱者（以下「ガス事業者等」という。）並びにガス消費者の保安体制を確立するとと

もに、火災、爆発等の災害予防に万全を期する。 

（１）保安、防災体制の確立 
ガスによる災害を防止するため、防災関係機関及びガス事業者等は、相互に連絡をとり、協力活

動体制を協議し、地域ごとの保安防災体制を確立し、事故発生の未然防止と、住民の安全対策の推

進を図る。 

（２）資料の提供 

必要に応じガス事業者等に対し、資料を提供する。 

（３）土木工事におけるガス埋設管の安全対策 

道路管理者は、ガス管等の埋設されている道路について、道路法に基づく道路の占用許可を与え

る際には、当該申請者に対し、次の事項について、指示又は、条件を付するものとする。 

ア 地下埋設物の管理者と十分協議の上、工事施工箇所の地下埋設物の位置を確認できる図面を提

出すること。 

イ 掘削の際は、工事による地盤沈下、崩壊予防及び地下埋設物の防護をするための十分な対策を

講ずること。 

ウ 地下埋設物に影響のある掘削は人力により施工すること。 

エ 工事着工の前日までに、市消防機関及び地下埋設物の管理者に、工事予定期間を了知させると

ともに、危険防止について協議し指導助言を受けること。 

オ 工事箇所についての通行止め、迂回路、危険箇所等の標識を要所に設置すること。 

カ 工事の施工を下請けさせる場合においては、元請者は、上記事項を十分周知徹底させること。 

（４）ガス消費者に対する啓発 

ガス消費者に対し、保安意識の高揚を図るため、必要な啓発を行う。 

 

６ 毒物劇物災害予防対策 

農業協同組合等毒物、劇物を保管又は業務上取り扱っている者に対しては、次の事項について、指

導を行う。 

（１）毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）に定める「医薬用外毒物」「医薬用外劇物」の文

字表示の明示方法を確立し、貯蔵設備については業態及び状況に応じ、更に堅固な設備を作る。 

（２）災害発生時の流出、散逸等に備え、在庫数量の把握を厳重に行う。 

（３）災害の発生しやすい貯蔵場所及び発生時の被害が他に波及拡大するおそれのある貯蔵施設は、移 

転等安全が確保されるよう措置する。 

（４）毒物劇物によって住民の生命及び保健衛生上危害を生ずるおそれがあるときは、毒物劇物営業者

等に対し、伊賀保健所、警察署又は消防機関に届出をさせるとともに、危害防止のための応急措置

を講ずるように指導する。 

 

７ 関係機関との連携強化 

ガスの供給、消費施設に対する安全対策及び発災に対し、次の防災関係機関が相互に連絡をとり、

協力活動体制を確立することにつき協議を行う。また、事故発生の未然防止と発災に伴う被害の軽減

を図り、地域住民の安全を確保する。 

（１）名張市消防本部 

（２）名張警察署 

（３）伊賀地域防災総合事務所（地域調整防災室） 

（４）名張近鉄ガス株式会社 
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（５）三重県プロパンガス協会伊賀支部 

（６）中部電力パワーグリッド株式会社伊賀営業所 
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第２４節 公害対策計画（共通） 

 

第１項 計画の目標 

 

○自然現象又は人為的な原因により、各種貯蔵施設、ばい煙発生施設、排水施設等に災害が発生した場

合に被害の拡大防止に努める。 

 

第２項 実施責任 

 

地域環境部 

 

第３項 対  策 

 

１ 全般 

（１）公害関係法及び生活環境の保全に関する条例に基づく特定（又は指定）施設設置届出義務の周知

と徹底 

（２）環境対策審議会の設置 

（３）公害の監視、測定体制の整備 

（４）公害防止対策の資料とするための実態調査の推進 

（５）公害に係る苦情、陳情に対する実情調査並びに行政指導の強化 

（６）工場及び開発事業等の立地事前審査と環境保全に関する措置実施の義務付け 

（７）公害防除施設に対する融資、助成のあっせん 

 

２ ばい煙発生施設又は指定施設 

（１）災害が発生した場合には、関係職員を現地に派遣して、各種貯蔵施設又はばい煙発生施設、指定

施設の被害の状況の把握に努めるものとする。 

（２）災害発生により、各種貯蔵施設又はばい煙発生施設、指定施設に事故が生じた場合には、その設 

置者に対し、緊急防災をとるよう命ずるとともに、設置者は関係機関に報告し、指示を受けるなど

関係住民の健康の保護と生活環境の保全に必要な措置を講ずるものとする。 

 

３ 排水施設又は特定施設 

（１）災害の発生に伴う事業場等からの有害物質の汚水又は廃液の流出等に対応するため、災害発生の

場合には関係職員を現地に派遣して、排水施設又は特定施設の被害状況の把握に努めるものとする。 

（２）排水施設又は特定施設に事故が生じたときは、その設置者に対し、緊急防災措置をとるよう命ず

るとともに、設置者は関係機関に報告し、指示を受けるなど、関係住民の健康の保護と生活環境の

保全に必要な措置を講ずるものとする。 

 

４ 措 置 

三重県関係部局の積極的な協力を得て、指導体制の強化、災害の防止に努める。 

（１）規制基準に適合しない施設の構造又は使用、あるいは排出物（騒音、振動等を含む。）の処理に

ついての改善及び改善命令 

（２）規制基準に適合しない施設の使用の一時停止命令 

（３）公害防止計画書提出の要求 

（４）公害発生企業に対する移転又は転業の勧告 
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第２５節 低湿地対策計画（風水害等） 

 

第１項 計画の目標 

 

○低湿地における湛
たん

水、ため池氾濫、地盤沈下等を防止する。 

 

第２項 実施責任 

 

産業部・都市整備部 

 

第３項 対  策 

 

１ 湛
たん

水防除対策 

近年は流域の開発や林相の変化によって雨水の流出が増加する傾向にあり、湛
たん

水被害の拡大が懸念

される。また、河川内の土砂堆積等によって河川の水位が上昇すると支川や水路の排水不良が引き起

こされ、湛
たん

水被害が拡大するおそれがある。低湿地では河川等との高低差が小さいことから、湛
たん

水被

害が特に発生しやすい状況にあるため、湛
たん

水防除事業の実施が必要になっている。 
 

２ 老朽ため池対策 

市内には46箇所の老朽ため池がある。ため池は、農業用水施設として重要な役割を果たしてきたが、

近年では農業用水が設備され、ため池の利用価値も希薄化している。これらのため池は、斜樋、底樋

管等の取水設備や余水吐も老巧化して機能が低下しており、堤体からの漏水も多く、決壊の危険性を

もっている。今後は、緊急ため池点検調査を踏まえ、ため池改修事業をその規模に応じて県と市の事

業に分けて実施し、管理者に対しても安全対策を啓発する。 

 

３ 自然災害回避体制の構築 

市は、河川の氾濫による浸水や湛
たん

水被害が想定される地域、近年の台風等によって被害が発生した

地域など、風水害による危険が想定される地域の情報をハザードマップ等を用いて地区住民に周知す

るなど、市・住民の両者が風水害に対して適切な対応ができるよう、自然災害回避体制の充実を図る。 
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第２６節 都市型水害予防計画（風水害等） 

 

第１項 計画目標 

 

○都市部における水害を未然に防止し、又は、水害が発生した場合の被害の拡大を防止する。 

 

第２項 実施責任 

 

危機管理室・地域環境部・福祉子ども部・都市整備部・上下水道部・消防本部 

 

第３項 対  策 

 

１ 都市型水害に強い土地利用の推進 

水害に強い土地利用の推進に努めるとともに、都市の浸水常襲地域において高低差、浸水状況を把

握し、浸水予測シミュレーション、内水浸水シミュレーション結果を活用することにより、ハザード

マップの作成を進める。また、作成したハザードマップ等により情報提供を行い、安全な土地利用や

浸水に対応した建築方式を促していくとともに、避難、誘導訓練等に活用していく。 

 

２ 防災施設の耐水性の確保 

各庁舎、施設、防災倉庫等の防災施設について、浸水時の機能確保に関する点検を実施し、機器の

嵩
かさ

上げ、防水壁設置等必要な対策を進める。 

 

３ 情報収集体制の整備 

災害対策本部に集まる浸水、被災状況、水防活動状況等と河川管理者、下水道管理者に集まる水位

情報を互いに共有する体制整備を進める。 

 

４ 河川の整備 

都市地域河川の有堤区間については、背後地の利用状況を踏まえ、堤防の安全性を高める河川改修

事業を実施するために国・県と連携を図り、事業を促進していく。 

 

５ 下水道の整備 

公共下水道事業計画により都市地域や郊外住宅地の整備を進めて、浸水被害の軽減につなげていく。 

 

６ 排水ポンプ場の耐水性強化 

河川、下水道の排水ポンプ場について、氾濫
らん

、浸水時の機能確保のため、施設、機器の嵩上げなど

必要な耐水性強化対策を進めるとともに、操作の確実性、迅速性向上のため、マンホールポンプ監視

システム・遠方操作化等の監視施設整備を進める。 

 

７ 側溝、マンホール等の転落防止対策 

転落事故を防ぐために必要箇所には、側溝蓋を設置し、マンホール蓋の浮上、飛散防止のため、道

路占用者に指導を行うとともに道路パトロールにより路面状況の把握に努める。 

 

８ 避難行動要支援者対策 

避難地、避難路等の防災施設及び医療施設、社会福祉施設、学校や幼稚園等の避難行動要支援者に

関連した施設に対する災害対策を重点的に実施するとともに、大型量販店等の不特定多数の者が使用
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する施設並びに学校及び医療施設等の応急対策上重要な施設については、水害に対する安全性の確保

に特に配慮する。 

 

９ 基礎調査、影響予測の実施 

都市の浸水常襲地域において高低差を把握し浸水状況を把握するために、微地形調査を実施する。 

また、浸水予測シミュレーション、内水浸水シミュレーションを活用し、それらを元にハザードマ

ップを作成して住民に情報提供し、避難、誘導訓練等に活用する。 

 

１０ 水災危機管理、被害軽減対策 

（１）避難者支援のための資機材、物資の確保  

食料、毛布等避難者支援用資機材について、浸水による輸送が困難と予想される避難所について

は耐水性を考慮した保管場所を確保する。また、避難者を救出するためにボート等の確保に努める。 

（２）自動車被害の軽減 

浸水時の通行困難箇所を点検し、当該箇所での自動車交通利用の危険度を住民に周知する。 

（３）水災廃棄物対策  

浸水により使用できなくなった家電製品、畳、家具等の水災廃棄物が大量に出ることが予想され

るためあらかじめ廃棄物処理計画を検討する。 

 

１１ 住民避難、誘導対策 

（１）住民の避難誘導対策  

ハザードマップ等の情報を公表するとともに、避難所等をあらかじめ指定し、日頃から住民への

周知徹底に努めるものとする。また、消防団と協議し、発生時の避難誘導に係る計画を作成し、訓

練を行うものとする。 

（２）避難行動要支援者避難誘導対策  

高齢者、障害者その他の主として防災上の配慮を要する者、いわゆる避難行動要支援者を速やか

に避難誘導するため、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、平常時よりこれらの者に係る

避難誘導体制の整備に努める。 
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第２７節 建築物等災害予防計画（震災） 

 

第１項 計画目標 

 

○防災上重要な公共施設の耐震性を強化する。 

 

第２項 実施責任 

 

都市整備部・関係各部 

 

第３項 対  策 

 

１ 対象となる建築物 

（１）市有建築物 

災害対策活動を円滑に進めるため、防災業務の中心となる施設及び市有建築物の耐震性の確保を

図る必要があり、次の建物を重点として、耐震性の調査を行い、耐震改修促進計画に基づき、地震

防災上必要な改築又は補強を実施していくものとする。 

また、市有建築物の耐震性に係るリストの作成及び公表に努め、建築物の耐震化を推進する。 

ア 市災害対策本部を設置する庁舎 

イ 防災情報の伝達、救出、救助、援助等の中心となる市の機関 

ウ 救護所や避難場所となる病院、社会福祉施設、学校 

エ その他市有施設については順次耐震性の確保を図っていくものとする 

 

（２）一般建築物 

病院、社会福祉施設等多数の住民が集合する建築物については、（１）市有建築物と同様に、耐

震性の確保を(建築落下物の防止を含む)図るよう啓発を行う。また、住宅等小規模な建築物の耐震

化を進めるため、住民との情報共有化、専門家との協働による住民への働き掛け、耐震診断の支援

等を行う。 

（３）ブロック塀、石垣等対策 

ブロック塀については、正しい施工の在り方及び既存のものの補強の必要性についての普及を図

るために設計者及び施工者等に対して講習会・研修会を実施するとともに、築造時には建築基準法

による建築基準が遵守されるよう、市ホームページでの啓発や、建築確認の窓口等において指導等

を行う。 

 

２ 技術者の養成 

既存建築物の耐震診断、耐震改修を推進するため、建築士等に対して講習会を支援し、技術者の養

成を図る。 

（１）被災建築物応急危険度判定士の養成 

建築物の余震による倒壊や落下物による二次災害の防止を図るため、関係団体と連携し、県が実

施する建築士等を対象とした被災建築物応急危険度判定士養成講習会に協力し、被災建築物応急危

険度判定士の養成に努める。 

また、市が判定を実施する際に、支援本部及び災害対策本部と判定士との連絡調整を行う応急危

険度判定コーディネーターの確保に努める。 

（２）被災宅地危険度判定士の養成 

余震による宅盤・擁壁等の変状による二次災害の防止を図るため、関係団体と連携し、県が実施
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する建築又は土木技術者を対象とした被災宅地危険度判定士養成講習会に協力し、被災宅地危険度

判定士の養成に努める。 

また、市が判定を実施する際に、支援本部及び災害対策本部と判定士との連絡調整に当たる被災

宅地危険度判定コーディネーターの確保に努める。 

（３）被災宅地危険度判定体制及び被災建築物応急危険度判定体制の整備 

判定方法、判定技術者の権限、身分保障、派遣要請等について、県や他の市と緊密な連携を取ると

ともに、体制整備に努め、震災時には、必要に応じて判定士の派遣を県に要請するとともに、判定制

度の住民への周知に努める。 

 

３ 老朽住宅密集市街地に係る地震防災対策 

老朽木造住宅密集地域等の都市基盤未整備の市街地において火災が発生すれば広範な焼失が生じ

る可能性が高いことから、建築物の更新を図りつつ、避難地、避難路、公園等の防災施設が適切に確

保された市街地の面的整備を推進し、都市の防火性の向上を図るとともに、各戸の住宅については、

名張市木造住宅耐震診断支援事業及び耐震補強補助事業を推進し、地震防災対策の向上を図る。 
 


